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はじめに 
企業とステークホルダーとの間には、企業実態を表す尺度としての財務数値と株式市場
における株式時価総額との相違にみられるように、様々な「ギャップ」が存在するといわ
れており、近年これらの「認識の相違」をできる限り調整させる方法論を構築する要請が
高まっている。このような「認識の相違」については、その数値の差異が意味するものこ
そが「見えざる資産」であるとする研究は盛んに行われている。企業の実態価値を適正に
評価するためには、バランスシート上においてオフバランスとなっている要素も含めるこ
とが有効であり、そのためには「見えざる資産」を可視化することが有効であるとの見解
である。確かに「見えざる資産」を可視化できれば、投資家が適正な判断を下すにあたっ
て有益であることは間違いない。しかし、企業価値を向上させる要因である「見えざる資
産」とは逆に、企業価値を棄損する「見えざる負債」というべき隠れ負債の存在も重要で
はないのであろうか。特に、「見えざる負債」は、そのリスクの大きさによっては、企業の
継続性（ゴーイング・コンサーン）にさえも大きな影響を与える可能性がある。企業価値
を測定するにあたっては、すでに会計上認識されているものや見えざる資産に加え、見え
ざる負債も考慮しなければならないと考えられる。 
しかし、これらを可視化するにあたっての障害として、そもそもの前提として、投資家
と企業の間では、情報開示に対するスタンスも保有する情報量も大きく異なっている。 
第一に情報開示に対するスタンスがあげられる。財務データを公開する企業側としては、
不必要な情報を開示することにより自社が不利益を被る可能性もあるため、最低限開示が
必要とされる事項以外は、できるだけ少ない情報開示にとどめておきたいと考える。一方
で、投資家は、必要な情報をできるだけ多く、そして適時に入手したいと考える。 
第二に保有する情報量の違いがあげられる。近年では、インターネット等を通じ、比較
的容易に企業の財務諸表やその他のレポートが手に入るようにはなったが、本当に必要な
情報が入手できているとはいえない。例えば、企業のコスト情報や極秘プロジェクトに関
する情報など、企業の命運をわけるような重要な情報は一般に流通することはない。また、
たとえ多くの情報が開示されている場合でも、情報のカオスの中で本当に必要な情報を「適
時、適量」で選びだすことは困難である。 
このような状況をふまえてみると、「できるだけ多くの必要な役立つ情報を入手したい」
という投資家と、「できるだけ情報提供は少なくとどめ、情報は可能な限り隠しておきた
い。」という企業の情報に対するスタンスの違いや保有する情報量等の様々な理由から企業
と投資家の間に「ギャップ」は生じていると考えられる。しかし、このギャップは、経営
者が完全な情報開示をしない限りは決して埋めることはできない。また、仮に全ての情報
が公開されても、真に価値あるものだけを選択できなければ情報に溺れてしまう。このよ
うに考えると、情報量を増やすことが必ずしも認識の相違を埋めることにはならないので
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はないか、とも考えられる。 
そこで、会計上の数値及び株式時価総額は所与のものであるとし、会計上の数値は「経
営者が対外的に見せたい会社の姿」、株式時価総額は「投資家等が外部者としてみた会社の
姿」であるとみなすと、これらの差額は双方の期待値のギャップであると考えることがで
きる。そして、そのギャップには、会計上の認識の段階でのギャップ、会計上の測定の段
階でのギャップ、そして企業の経営スタンスにより生じたギャップ等が混在していると考
えられる。 
これらのギャップの存在について、一般的に経営者の意思が働きやすいといわれている
引当金を例にあげてみると、引当金は将来の経済的資源の流出が生じる蓋然性が一定の閾
値を超えたときに認識及び測定を行うアプローチがとられており、引当金に関する各指針
（IAS37 号、SFAS5 号、FIN14 号、企業会計原則等）もこの考えをベースとして整備されて
いる。しかし、実際の運用状況をみるとその認識及び測定において、企業の感覚が入り込
む事態となっている。そのため、同様の案件があったとしても、引当金を認識する段階に
おける蓋然性及び測定可能性や、測定段階における測定方法の違い等により、最終的に導
き出される結果が企業によって異なる事態が生ずる余地を残している。引当金の実態調査
においても、引当金の計上対象、計上の根拠及び数値の算定プロセスなどについては、企
業の実態により異なっており、その算定ベース等が異なるだけでなく、開示の状況や程度
が異なっている。このようにみると、引当金の認識及び測定の段階に主観の入り込む余地
が多いことが、財務情報の“利用者”（投資家等）と財務情報の“提供者”（企業）とのギ
ャップの要因となっているとも考えられる。この論文では、上述のような現状に対する問
題意識から、会計上の見積もり項目である引当金の認識・測定方法の調査を通じて、引当
金の計上実態を明らかにする。研究の方法としては、先行研究についての調査及び引当金
に関連する規定等の整理、企業の引当金の開示状況の実態調査を通じて得られた示唆によ
り、見えざる負債の認識・測定のプロセスに介在する“企業の感覚”をできるだけ排除す
る策を提案する。 
本稿の構成は、まず第 1 章で、見えざる資産及び見えざる負債について、先行研究等を
通じその研究の状況や概念についての整理を行う。第 2 章では、引当における会計基準等
の概念についてまとめる。第 3 章では、日本、米国及び欧州の引当金の計上の実態につい
て調査を行い、企業の開示実態について明らかにする。第 4 章では、実態調査等を通じ得
られた示唆から導き出される結論を述べ、第５章において研究の貢献と限界について述べ
る。 
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第1章 企業価値   
第1節 株式時価総額と会計数値の乖離 
近年、企業戦略を語る上で「企業価値」という言葉は欠かせないものとなっている。そ
して、企業経営には、持続的に企業価値を拡大させるための姿勢をとり、様々な施策を練
り、実行し、評価をするという一連の流れをとり続けることが求められている。実際に、
日本においても株式市場における企業価値としての「株主価値の最大化」という考えは確
実に浸透している。一方で、企業とステークホルダーとの間には、様々な認識の相違が存
在するといわれており、近年これらを調整しできる限りその認識のギャップを調整させる
方法論を構築する要請が高まっている。 
たとえば、企業実態を表す尺度として株式市場における株式時価総額がある。日本にお
いても企業価値を市場における時価総額ととらえる考えは主流となってきており、経済同
友会の企業価値向上委員会の提言書「企業価値向上に向けて」によると、「企業価値という
言葉を、経営者の立場から考え、資本市場における共通認識とすべく、あえて定量化し、
単純明快に表現しようとするならば」、「企業価値とは株式時価総額であるととらえざるを
得ないだろう」としている。その理由の一つとして、「市場が完全であることは、理論上は
あっても現実的にはありえない。しかし、市場の未熟さやその機能の限界を考慮したうえ
で、改めて「企業価値」とは何かを突き詰めて考えた結果、やはり、企業が市場から定量
的に受けた評価としての株価（株式時価総額）が最も客観性が高いと受け止めざるをえな
い。」としている  [経済同友会, 2006]。 
また、株価については「企業が将来生みだすキャッシュ・フローの期待値を投資家が要
求する収益率で割り引いた現在価値（企業価値）のうち、一株あたりの出資者持分に一致
し、証券の期待収益率はその証券のリスクに見合ったもの」であり、一般的に、自由で効
率的な金融・資本市場においては、「株価」を通して最適な資本配分がなされるとされてい
る。 [日本公認会計士協会東京会, 2007]  
株式時価総額を企業価値と考えた場合の代表的な財務分析指標として、企業の資産面か
ら株価の状態を判断する株価純資産倍率（PBR)があり、以下のように算出される。 
 
PBR = 株価 ÷ 一株あたり純資産額 
 
PBR は一株当たり純資産額に対する株価の倍率を測る指標であり、一般的に PBR が 1 倍で
あるときに株価は解散価値と等しいとされており、企業の業績や資産内容に対して重大な
懸念が発生している場合や不況の長期化などによる市況の悪化などにより貸借対照表公表
後の純資産減少が見込まれるときには、PBR1 倍を下回る株価が形成されることも散見され
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る。それでは、実際の日本における株式時価総額と企業の簿価との乖離はどの程度で推移
しているのであろうか。図 1は、東京証券取引所の開示資料を基に作成した 1999 年 1 月か
ら 2009 年 8 月までの 10 年間の東京証券取引所一部上場企業及び二部上場企業の PBR 値の
推移を表したグラフである。最大値である 2006 年 1 月の PBR 値 1.8 と最小値である 2009
年 2 月の PBR 値 0.6 では実に 3倍もの数値の開きがある。 
図 1東京証券取引所 PBR推移 
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出典： 東京証券取引所統計資料1より筆者作成 
船橋 [船橋 仁, 2007]2は、時価総額と会計上の簿価が乖離する要因として次のように述
べている。 
伝統的なファイナンス理論においては自己資本比率の増減、市場の期待利益の
上下によるものであるとしているが、自己資本比率の上下については、企業を
維持していくうえで、信用リスクの問題から限界があるとされており急激な乖
離をすべて説明可能とはいえない。また、市場の期待利益の上下についていえ
ば、株価の構成には市場心理から大きな影響が与えられていると考えられるも
のの、市場心理はあくまでの一時的な差異の要因であるとする考えからは、大
きな乖離が発生する要因としては考えにくい。そのため、これらの現象を説明
するためには、バランスシートには計上されていない「見えざる資産」及び「見
えざる負債」を市場が評価していると考えられる 
                              
1 東京証券取引所統計資料、2009 年 9月 14 日入手、 
http://www.tse.or.jp/market/data/per-pbr/index.html 
2 アクセル社代表取締役社長。 
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つまり、「市場関係者は企業が保有する簿価価値だけで企業価値を評価しているのではな
く、将来における期待値を現在割引価値として認識している」というのが一般的なファイ
ナンス理論における見解であるが、「その現在割引価値をストックとして評価すれば、将来
の不確実事象等を見込んだ「見えざる資産」が存在していると考えることが可能である」
との見解である。 
第2節 見えざる資産 
第 1 節において「見えざる資産」の存在の可能性について述べたが、企業とステークホ
ルダーとの間の「ギャップ」を調整し、企業を公正かつ適正に評価するための「見えざる
価値」に関しては多くの先行研究がある。これら研究には、企業を「資源の束」とするペ
ンローズ [Penrose, 1959]、「人本主義」というヒトを中心原理においた伊丹の「見えざる
価値」の研究にはじまり [伊丹敬之, 2002]、知識を「暗黙知」「形式知」として定式化し
た野中[野中郁次郎、竹内弘高, 1996]、「見えざる価値」を「知的資本」として広めたトー
マス・スチュアートなどがあげられる。スチュアートは、企業内に存在する無形資産（知
的資本）を企業競争力の源泉とし、知的資本すなわち見えざる価値こそが最も重要な経営
資源の一つであり、経営上の最優先課題であるとしている。 [Stewart, 1991] 
知的資本を企業や国の発展の鍵であるとし、それに対応しようとする取り組みも国や国
際機関において盛んにすすめられている。OECD では知的資本を定義するとともに 知的資本
ガイドラインの推進を行っており [OECD, 2008]、日本では経済産業省の知的資産経営研究
会が知的資産経営報告書3への取組を主導するなどの例がある。4また、日本政府は 2003 年 3
月に知的財産基本法を施行、知的財産戦略本部を設置し、国家戦略目標等 [東京証券取引
所]の施策を「知的財産推進計画」としてまとめ、毎年改訂を行っている。 [伊藤邦雄, 2007] 
また、企業の保有する潜在能力を「知的資本」として、知的資本に注目し企業の持続的
成長を目指す知的資本経営に関連するビジネスも興隆している。例えば、アクセル社5
（Actcell Corporation）は知的資本経営を実現させるために、①知的資本の可視化、②知
的資本を強化する戦略策定、③知的資本を強化する戦略実践、④知的資本開示という４つ
のフェーズに分けられるサービスの提供を行っている。これらサービスにおいて同社は、
知的資本のデュー・デリジェンスからはじまり、最終的には知的資産経営報告書という成
果物の作成を行っている。また、これらのフェーズを通して企業が、経営理念や企業のビ
ジョンなどを構築することを目指している。 
会計事務所における知的財産関連のサービス提供も盛んに行われている。例えば、世界
の４大会計ファームの１つであるデロイト・トウシュ・トーマツでは、日本のメンバーフ
                              
3 経済産業省 知的資産報告書 http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/jirei 
4 経済産業省 知的資産ポータル http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/ 
5 株式会社アクセル http://www.actcell.com/ 
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ァームである監査法人トーマツにおいて知的財産グループを設置し、知的財産を企業価値
向上につなげるサービス提供を行っている。具体的には①M&A 関連サービスとして、技術資
産を中心とした M&A における戦略立案・知的財産価値評価、②知的財産コンサルティング
サービスとして、知的財産戦略から実行支援・個別コンサルティングサービスなどを行っ
ている。6 
以上のように、「見えざる資産」としての知的資本については、研究対象としてのみなら
ず、知的資本をベースとした実際のビジネスへの展開にまで盛んにすすめられている。 
第3節 見えざる負債 
第 1、2節で説明したように、株式時価総額には会計上の簿価では表現しきれていない「見
えざる資産」が存在しており、企業の価値に影響を与えていることは推測できる。しかし、
株式時価総額と会計上の簿価との乖離の要因はこれだけでは説明できない部分も大きく、
その差額は複数の要素により成り立っていると考えられる。ここで、企業の会計上の数値
と株式時価総額との差額を説明するものとしては、米国の財務会計基準審議会（以下「FASB」
という）が公表した株式時価総額の構成要素の分解があり、図 2にあるとおりである。 
図 2 FASBによる時価総額の構成要素の分解 
1 会計上の簿価 $XXX
2 認識された資産・負債の公正価値と会計上の測定との差額 $XXX
3 資産・負債の定義を満たすが財務諸表では認識されない項目の公正価値 $XXX
4 資産・負債の定義を満たさない、無形のバリュードライバーあるいは価値損傷単位（Value impairer) の公正価値 $XXX
5 企業の将来計画・機会・ビジネスリスクの市場評価 $XXX
6 市場の楽観的・悲観的観測、市場の心理その他 $XXX
7 株式時価総額 $XXX
出典：FASB(2001) Special report: Business and Financial Reporting-challenge from the New 
Economy [岡田依理, 2003、企業評価と知的資産]） 
つまり、企業の株式時価総額と会計上の簿価の間には、会計上認識されているものの測
定値のズレ、「見えざる資産や負債」などだけでなく、投資家心理の動きなど多くの要素を
含んでいる。 
従来から、PBR が 1 から乖離する理由を説明するものとして、「情報の非対称性」がいわ
れてきた。すなわち、「現実の市場においてはすべての情報が一様に行きわたり、取引に関
する制限もないことは考えられず、また情報が常に瞬時に市場参加者に伝わり、正当に株
価に織り込まれる効率的市場ではない」との考えである。すなわち、投資家が自分の財産
を企業に預けるにあたって、信用の買い手である投資家が売り手である経営者を信用する
ために、必要とされる十分な情報を得られることが必要であり、それができない場合には、
                              
6 監査法人トーマツ 知的財産グループ http://www.tohmatsu.co.jp/service/ip.shtml 
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企業価値の推測にあたって対象企業の情報を割引いて企業価値を行う事態も生ずるという
のである [猪木武徳他, 2006]。2008 年後半からの世界的な金融市場の動きをみても推測で
きるとおり、流動性が低下したマーケットにおいては、そこで決定される時価が資産の本
来の価値を反映しない事態が生ずる。情報の経済学で「レモンの経済」7とされる現象、す
なわち市場に不信感が高まり、リスクプレミアムが高まり、その結果正常な市場機能が働
かなくなる「悪貨が良貨を駆逐する」という現象が実際の株式相場においても起きている
というのである。8 
また、そもそも株式時価総額が適正な数値であるかという議論もおきている。サブプラ
イムローン債権等を組み込んだ証券化商品は、国債などと異なり明確な市場価格はなく、
格付けを基に理論価格で取引が行われる。また、格付け自体もあくまで「格付け機関の意
見」であり、完全な情報であるとはいえない。 [岩村充, 2008]そのため、サブプライムロ
ーンの大幅な焦げ付きが表面化すると格付けが悪化、買い手がつかなくなり、資金繰りに
窮した金融機関が投げ売りを行った結果、価格が一気に暴落するという現象がおきた。こ
のような正常でないマーケットの時価をそのまま資産価値評価の尺度として使用すること
は適切なのかとの意見もある。 [PWC, 2009] 
本来、投資家に対して財務情報を開示する大きな目的として、投資家に対し企業が元本
と十分なリターンの支払い能力があることを示すことにある。そして企業の能力を個別に
判断する「ものさし」として、財務諸表は広く使用されている。しかし現実には、少なく
とも会計上は財務諸表のユーザーにとって顕在化していなかったリスクにより、企業の価
値が著しく棄損される事態が発生している。これについては、後発的に生じた事象により
企業価値が棄損されただけでなく、企業に潜在的に存在していたが、企業が開示していな
かったリスクが顕在化したことにより企業価値の棄損が表面化したとも考えられる。実例
をあげると、米国の大手金融機関は 2008 年 12 月期決算時において突然とも思える急激な
財務状況の悪化が散見されたが、これら企業の中には、2008 年前半までは財務諸表上では
過去最高益を計上し多くの企業のロールモデルとされていた企業すらあるのである。この
実例が示しているように、投資家が投資対象としての企業を分析するための基本的な情報
となる財務諸表は、企業の状態を表現するものではあるが、財務諸表はあくまでも「過去
の一定期間、あるいは一時点における」情報であり、企業の将来までをも保証するもので
はないこと、またそれら情報は企業の全てを表現しているのではなく、表現しきれない隠
れた要素が存在していることが推測できる。 
また、それら隠れた要素は大きく分けると、①期末日以降に後発的に生じた事象、②期
末日以前に既に生じていたが、顕在化していなかった事象に分けられる。そして、②の「期
                              
7 中古車市場に存在する中古車の品質は多様であり、あるものは高品質、あるものは普通、ある
ものはレモン（不良品）という状況の中、売り手と買い手の情報量が異なり買い手は品質を正し
く判断することができないことから、良質の商品であっても他の商品と同程度の価格がつけられ
てしまう状況。 [デビット・M・プレス著、中泉真樹他訳, 2009] 
8 日本経済新聞 2009 年 4 月 9日夕刊記事 
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末日以前に既に生じていたが顕在化していなかった事象」は、図 2の FASB による時価総額
の構成要素の分解のうち、２，３，４にあたると考えられることから、「見えざる負債」は
以下の中に含まれていると考えられる。 
 
z 認識された資産・負債の公正価値と会計上の測定との差額（図 2の 2） 
z 資産・負債の定義を満たすが財務諸表では認識されない項目の公正価値（図 2の 3） 
z 資産・負債の定義を満たさない無形のバリュー・ドライバー、あるいは価値損傷単位
の公正価値（図 2の 4） 
 
すなわち「見えざる負債」は、まずは「負債の定義を満たすか」という段階、そして負
債を財務諸表上で認識するか否かの段階において生じ、さらに財務諸表に計上するにあた
り負債の測定段階において生ずると考えられる。これは、言い換えると、負債の認識及び
測定の段階において生じるギャップが「見えざる負債」の原因であり、認識及び測定の段
階において企業の意思が介在する余地があることがギャップを生じさせる要因であると考
えられる。 
第4節 引当金、偶発債務等 
第 3 節で述べたとおり、企業の「見えざる負債」は、財務諸表のユーザーにとって「期
末日にすでに生じていたが、顕在化していなかった事象」により生じており、この「見え
ざる負債」は大きく分けると「認識段階での差」、「会計上の測定の差」、そしてそれ以外の
「その他」ファクターにより構成されると考える。 
昨今では、オフバランスとなっている「見えざる資産」ともいえる知的資本についての
研究や、無形資産の測定方法やその計上の可否等に関しての議論が盛んに行われ、また関
連するビジネスが広く展開されていることは第 2節で述べた。その一方で、「見えざる負債」
ともいうべき企業価値を棄損するファクターについての研究及びビジネスの展開は、知的
資本の研究およびビジネスの発展状況に比べれば盛んであるとはいえない。そこで、本稿
では「見えざる負債」についてとりあげることとし、代表的な項目を取り上げて論ずるこ
ととする。調査対象の項目の選択にあたっては、「見えざる負債は測定や認識の段階から生
じており、認識・測定段階に企業の感覚が入り込む余地があることが原因である」と考え
ることから、見積もり項目であり一般的に経営者の意思が入りこみやすい項目とされてい
る「引当金」をとりあげる9。 
なお、先行研究についての調査を行ったところ、引当金に関する多くの研究論文等が出
ているが、（CiNii10検索結果「引当金」1352 件、「偶発債務」26 件）、年数が古い研究が多
                              
9 引当金への経営者の意思の介入については、第 2章第 1節において述べる。 
10 CiNii は国立情報学研究所が運営する各術文献のデータベース 
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く11調査の対象は貸倒引当金等の評価制引当金や退職給付引当金が中心であった。12また、
実態調査は文献数自体が少なく、2005 年以降に発表された論文はなかった13。 
第 2 章では、引当金に関する規定について述べる。 
                              
11 2008 年以降に発表された論文・文献は「引当金」1352 件中 61 件（以下の CiNii の検索結果
は全て 2009 年 9 月 15 日現在のデータである 
12 2005 年以降発表の文献について、タイトルから判断した 
13 CiNii 検索結果「引当金 実態」26件） 
 12 
第2章 引当金及び偶発債務 
第1節 引当金とは 
近年は企業をとりまく環境の不確実性が一層高まっており、それに呼応するように、企
業に内在するリスクをどのように認識するか、そして認識されたリスクを企業が発信する
様々な媒体においてどのように表現するか、その重要性が高まっている。企業が発信する
様々な情報のなかでも投資家は財務諸表を活用し投資判断を行うことが多く、その中でも、
企業の年間の業績および決算期末日の状態を表現する貸借対照表、損益計算書、キャッシ
ュ・フロー計算書中の財務数値は、企業の過去及び現在の実力を表現し、企業の将来の価
値を測定するためのバロメーターとして広く活用されている。 
貸借対照表をはじめとする財務諸表において、企業は会計数値や文章を使用し自らの企
業を表現する。企業は統一された会計基準に基づき、財務諸表に記載する情報の作成から
開示を行っている。しかし、財務諸表の作成の過程で、その認識や測定等の段階において
企業の感覚が入り込む余地があるのも事実である。 
たとえば、日本において引当金は、将来の経済的資源の流出が生じる蓋然性が一定の閾
値を超えたときに認識を行うアプローチがとられてきた。 [山下寿文, 2007]しかし、引当
金に係る会計基準等14には、合理的な見積額がある場合の計上方法および注記開示の方法に
ついての記述はあるが、見積もりの方法や合理的とみなしうる基準については明示されて
いない。また、企業によって経済的資源の流出に対する感度や取組姿勢等が異なるため、
その閾値が遍く企業において統一されたものであるとは言い難い。そのため、同一の案件
について引当金を計上したとしても、将来の経済的資源の流出を認識するタイミングや測
定方法等のギャップにより、最終的に導き出される数値が、企業によって異なることとな
る可能性もある。 
実際に、引当金は一般的に企業の意思が一定程度で反映可能であるとされており、数値
の認識・測定にあたり恣意性が働くインセンティブも高いといわれている。 須田[須田一
幸, 2007]は、「企業実態を示す期間損益は、その企業の経営者によってのみ可能である。
したがって、会計上の判断や見積もりは、経営者に任せることが最善手となる。その結果、
会計基準は、経営者の適切な判断を予定して弾力的に設定される。」そして、「発生主義
会計は、経営成績を適切に示す期間損益計算を可能にするが、同時に、経営者の選択と判
断および見積もりを予定している。したがって、経営者による裁量行動の余地が残されて
いるのである。」と述べている。このように考えると、たとえば、業績が悪化傾向にある
企業においては引当金の見積もり額を最小限に設定し利益を確保するインセンティブが働
                              
14 引当金の規定としては、IAS37 号、SFAS5 号、FIN14 号、企業会計原則等がある 
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くであろうし、逆に、業績好調で利益が予想を上回るケースでは引当金の見積額を最大限
に計上し将来へ利益を繰延べるインセンティブが働くことが考えられる。徳賀[徳賀芳弘, 
2003]は「引当金は設定時点では報告利益を減少させ、取崩し時点では増加させる」として、
経営成績に応じて計上額を調整する「自由裁量のクッション」にならない時点で計上され
るべきとの表現をしている。 
前述したとおり、引当金を計上するにあたり、企業が GAAP 等に従い認識・測定を行って
いたとしても、全ての企業が全く同一の認識のもと、全く同一の測定方法（見積、算定、
基準など）により会計数値を導き出しているわけではない。企業が公表する引当金の見積
金額には、企業が意識するとせざるとを問わず企業の意思が介在し、企業の意思を対外的
な公表情報を通じて表すことになる。また、引当金は裁量制の高い項目であると同時に、
企業の財務数値に与える影響も非常に大きい。そのため、どのようなものを引当金として
認識し、また、対象としたものをどのように測定していくか、という点がキーとなるので
ある。 
次節以降では、引当金の認識・測定プロセスにおいて経営者の意思が介在する余地につ
いて以下のとおり考察する。 
① 引当金・偶発債務の認識（第 2節） 
② 引当金の測定（第 3節） 
 
第2節 引当金および偶発債務の認識 
財務諸表等で開示が行われる「企業価値を棄損する可能性があるもの」は、大きく分け
て①貸借対照表上で計上される引当金、②注記の開示対象となる偶発債務、③MD&A15等で開
示が行われるビジネス・リスクがある。このうち、③のビジネス・リスクは、例えば①や
②の対象には概要しない自然災害の発生リスク等が含まれる。①及び②は、期末日以前に
すでに発生していた事象に起因するものであり、蓋然性や見積もり可能性等により、引当
金か偶発債務かの判断を行う。引当金を設定する場合の判断基準として「企業会計原則」
は、次の 3要件をあげている。 
 
z 将来の費用または損失が特定しており、その発生原因が当期以前の事象にあること 
z 費用または損失につき、その発生の可能性が高いこと 
z 設定金額の見積もりを合理的に行い得ること 
                              
15 MD&A(Management Discussion & Analysis)：SEC で規定。SEC 提出様式や株主に規則的に配布
されるアニュアル・レポートの重要部分。 [岡田依里, 2003、知財戦略経営] 
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これらの要件が満たされないと判断された場合は、引当金としての計上はされない。引
当金の計上額算定においては、義務の決済が現金の流出により行われることが通常である
ため、IAS37 では現金の流出額の最善の見積もり金額を負債として認識する。 
また、偶発負債は以下のように定義される。 
 
z 過去の事象から生起する可能性としての義務であり、事業体の支配が完全には及
ばないひとつ以上の不確実な将来事象の発生または不発生によってのみ当該義務
の存在が確認されるもの 
z 過去の事象から生起する現在の義務でありながら、次のような理由で義務として
認識されないもの 
¾ 経済的公益を具現化するような資源の流出が当該義務を清算するに必要とな
るであろうことが確かではない、または 
¾ 当該義務の金額を十分な信頼性をもって測定することができない 
 
つまり、まずは引当金について、①過去の事象に起因し、②将来の損失発生可能性が高
く、③金額が合理的に見積もり可能であるものが引当金の計上対象となり、蓋然性や金額
の測定可能性により引当金として認識されなかったものが、偶発債務としての開示等が行
われる。これらの判断は外部の専門家等による意見を取り入れるなどして行われる場合が
ある。また、IAS37 ではこれらの判断に際して、過去の事象から生起する可能性（possible 
obligation）ある事象についても対象とする。なお、一般的に非財務情報は企業のキャッ
シュ・フローを的確に予測させるというよりは、企業の潜在力等のチェックや、判断に役
だつとされている。 [岡田依里, 2003、企業評価と知的資産] 
第3節 引当金の測定 
第 2 節のやり方で認識された引当金は、合理的な方法で金額を測定のうえ貸借対照表に
計上される。引当金測定に関する具体的な規定はないが、引当金を将来キャッシュ・フロ
ーの見積りによって測定する場合は、①将来キャッシュ・フローの見積り、②リスクと不
確実性の考慮、③現在価値による計算という手順により行う。引当金は見積計算により見
積額の算定が行われ、見積額は過去の経験、統計的確率等を用いて合理的、客観的に算定
できるものを使用する。また、引当金は適宜、最新の見積もりを行い、最もあり得ると考
えられる見積額にて開示もしくは計上を行うようにされなければならない。以下、将来キ
ャッシュ・フローの見積もりによる引当金の測定プロセスについてみていくこととする。 
 
①将来キャッシュ・フローの見積もり 
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引当金として認識する金額は、貸借対照表日における現在の義務を決済するために要す
る支出であることから、企業が義務を決済するにあたり支払う合理的な見積り金額を計
上する必要がある。そのため、将来キャッシュ・フローの見積もりは、必要に応じて同
種取引の経験や独立した専門家の報告等により補足されたうえで、最終的には経営者の
判断により決定される。 
 
②リスクと不確実性の考慮 
リスクおよび不確実性は、結果の変動要因としての影響が大きいことから、引当金の見
積過程において考慮する必要がある。これらの決定は企業経営者の判断であるが、一般
的に不確実な状況やリスクが高い状況においては、測定される負債の金額は大きくなる
ため、財務インパクトを考慮して金額を過少評価していないかという注意が必要となる。 
 
現在価値による計算 
引当金額は義務の決済に必要と見込まれる支出を割引いて算定を行う。現在価値への割
引方法としては一般的に割引現在価値モデル（DCF）が使用される。DCFは、企業価
値の測定やプロジェクトの収益性評価などに用いられる一般的な指標の一つである。適
用に際しては、最も発生確率が高いと予想されるキャッシュ・フローのみを、これに対
応するリスクを反映した利子率で割り引く。具体的には、以下のような計算を行う。 [リ
チャード・ブリーリー他, 2007] 
現在価値（PV)=
 
なお、DCF を適用するにあたっては、割引率の設定によって算定額が過少評価される事態も
想定されるため、割引率の設定数値が適正であることがキーとなっていることを留意する
必要がある。 
第4節 引当金、偶発債務におけるギャップの発生 
第 2 節及び第 3 節にて引当金の認識、測定のプロセスについて確認した。これらのプロ
セスにおいては、第 1 節にて述べたように経営者の感覚が入り込むことが可能であること
から、認識及び測定段階において生じるギャップを、前述の FASB による時価総額の構成要
素の分解の表にあてはめて考えると、以下のようになる。 
z 認識された資産・負債の公正価値と会計上の測定との差額→引当金の測定段階にて生
ずるギャップ 
z 資産・負債の定義を満たすが財務諸表では認識されない項目の公正価値→引当金の認
識段階にて生ずるギャップ 
 16 
また、これに加えて「資産・負債の定義を満たさない無形のバリュー・ドライバー、あ
るいは価値損傷単位の公正価値」があるが、これは財務諸表上で認識されていないビジネ
ス・リスクや Possible Obligation 等があると考えられる。 
つまり、引当金の計上に至るまでには、①引当金を認識するかどうかの蓋然性、②見積
金額の測定可能性の判断におけるギャップ、③計上する引当金を測定する際における算定
段階で生ずるギャップが発生する可能性があり、現在の債務、将来発生の可能性ある債務、
ビジネス・リスク等から生じるギャップが株式時価総額と会計上の簿価との差額の中に混
在していると考えられる。 
第 3章では、企業の開示実態を通じて、引当金の認識・測定の実態について調査を行う。 
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第3章 引当金に関する実態調査 
第1節 実態調査の方法 
引当金に関する調査として、引当金と偶発債務に焦点をあて企業の個別の開示状況等を
確認する。引当金のうち、退職給付引当金はその引当の性質の違いを鑑み、調査の対象外
とする。今回の調査においては、株式市場に大きな影響を与えうる企業の開示実態を対象
として行う目的から、対象企業の抽出にあたっては、まずは世界の市場における代表的な
株式指標を抽出する。そして、選出された株式指標を構成する株式銘柄の中から調査対象
となる企業を選択する。まとめると、対象とする企業の選択のプロセスは次の通りである。 
 
① 主要な株式市場の選択 
② １の市場における主要な株式指標の選択 
③ ２の株式指標のうち代表的な企業の選択 
 
第1項 主要な株式市場の選出 
まずは主要な株式市場の選択を行う。市場の選択にあたっては、大規模な経済圏を有し
他国への影響が大きい市場を選択する目的から、GDP ベースで上位16である米国、EU、日本
を含む市場であることとする。また、世界の市場における取引高の大きい市場から優先的
に選択を行うため、2008 年末時点における世界の証券市場における取引高を基準として株
式市場の選択を行う。2008 年末時点における世界の証券市場における取引高は図 3 のとお
りである。 
図 3 世界の証券市場における取引高 
Exchange 国 UND bn end-2008
UND bn 
end-2007
1 NYSE 米国 9,209 15,651
2 Tokyo Stock Exchange 日本 3,116 4,331
3 Nasdaq Stock Marlet 米国 2,396 4,014
4 Euronext フランス、オランダ、ベルギー、ポルトガル 2,102 4,223
5 London Stock Exchange 英国 1,868 3,852   
出典：http://www.world-exchanges.org より筆者作成 
以上のような選出基準から、主要な株式市場として、ニューヨーク証券取引所（NYSE）、
東京証券取引所（TSE）、ナスダック証券取引所（Nasdaq）、ロンドン証券取引所（LSE）を
                              
16 IMF2008 年レポートより。GDP ベース 1位米国、2位 EU、3 位日本 
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選択する。なお、取引高で 4 位に位置するユーロネクストは複数の証券取引所を傘下にも
ち、欧州において単体での取引高では 5 位の LSE が欧州最大の規模である。そのため、欧
州は、LSE を調査対象として選択する。 
 
第2項 主要な株式指標の選出 
次に、第 1項で抽出された株式市場の中から、主要な指標を選択する。 
主要な指標を判断するにあたっては、日本経済新聞社が公表している世界の主要な経済
指標17に掲載されている指標を、主要な指標とみなして選択する。この手法により各市場か
ら調査対象とする株式指標を選択すると、以下のとおりである。 
 
NYSE および Nasdaq： ダウ工業株価指数 30 種 
TSE: 日経平均、日経 225 
LSE: FTSE100 
 
第3項 代表的な企業の選出 
最後に、第 2 項で選択された株式指標から、調査対象とする企業を抽出する。抽出にあ
たっては、各株式指標の構成銘柄から、時価総額や株式指標への影響度などを鑑み決定す
ることとする。なお、株式指標の概要や調査対象とする企業名等の詳細については、調査
の概要とともに、次節以降で記す。 
調査対象となった株式指標をまとめると、以下のとおりである。 
 
米国：NYSE および Nasdaq～ダウ工業株価指数 30 種 
日本：TSE～日経 225 
英国：LSE～FTSE100 
                              
17 http://www.nikkei.co.jp/news/ 
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第2節 日本企業の実態調査（TSE、日経 225） 
第1項 日本企業の実態調査 
日本における引当金の計上の実態について調査するため、日経 225 の構成銘柄である企
業から、調査対象となる企業を抽出する。抽出にあたっては、日本企業が「ものづくり」
や「イノベーション」により世界的発展を遂げてきたことを鑑み、「①世界各国で事業展開
を行っている、②製造業」を対象とする。また、調査に当たっては、企業のホームページ
に掲載されている、有価証券報告書等を使用する。 
第2項 日本企業における引当金の開示 
日本の証券取引所に上場している企業は、有価証券報告書により財務数値の公表を行っ
ている。有価証券報告書に記載の財務諸表は、財務諸表等規則・同ガイドラインに定めら
れた記載方法により記載を行うことと定められており、引当金は流動部分と固定部分に分
け記載を行い、金額基準等により個別開示を行うか等を決定される。そのため、流動負債
もしくは固定負債の「その他」の項目に、他の項目と合算のうえ計上することも可能であ
る。このような場合にも、重要性の高いものについては、注記等で開示がなされる。図 4
は、本田技研工業（以下、ホンダ）の有価証券報告書より、貸借対照表の負債の部を抜粋
したものである。ホンダにおける引当金の開示状況は、流動部分は「その他流動負債」、固
定部分は「その他負債」の中にその他の項目と合算のうえ計上されている。製品保証引当
金などの一部の項目についての引当金は、注記において内容や金額等の記載がなされてい
る。しかし、それ以外の記載されていない項目は、計上されているかどうか、また、計上
されている場合でも計上金額がいくらなのかについて有価証券報告書上での記載はない。
なお、偶発債務は注記にて、重要な項目等についての適切な開示が求められている。 
図 4 有価証券報告書における負債の部の表示例  
負債の部
流動負債 短期債務 1,687,115 1,706,819
１年以内に期限の到来する長期債務 871,050 977,523
支払手形 39,006 31,834
買掛金 1,015,130 674,498
未払費用 730,615 562,673
未払税金 71,354 32,614
その他の流動負債 264,280 251,407
流動負債合計 4,678,550 4,237,368
長期債務 1,836,652 1,932,637
その他の負債 1,414,270 1,518,568
負債合計 7,929,472 7,688,573
前連結会計年度
2008年3月31日
金額（百万円）
当連結会計年度
区分
2009年3月31日
金額（百万円）
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出典：ホンダ 2009 年 3 月期有価証券報告書より抜粋 
 
第3項 個別企業の実態調査 
第 1項での選出基準により抽出されたトヨタ自動車（以下、トヨタ）、ホンダ、ソニーの
3社について企業の実態調査を行う。 
① トヨタ自動車（本社：日本、業種：輸送用機器） 
 トヨタは 2008 年度において、世界最大の生産台数の自動車メーカーである18。同社は米
国会計基準に基づく財務諸表の作成を行っている。また、見積もり等は、連結財務諸表及
び注記金額に影響を与える事象等について行っている。主要な見積項目としては、製品保
証引当金、金融損失引当金等があり、2009 年 3 月時点において、財務諸表上、図 5 のよう
な引当金を計上している。 
 
図 5 トヨタの引当金一覧 
種類 内容 測定
BSの個別
項目にて
記載
引当金計
上の記載
製品保証引当金 製品のアフターサービスに対する
費用の支出に備えるために、保証
書の約款に従い、過去の実績を基
礎にして計上する引当
保証期間内に不具合が発生した部品を修理
または交換する際に発生すると見積もられる
費用の総額を、販売時に最善の見積もりに
基づき計上。修理費用に関する現在入手可
能な情報、製品の不具合に関する過去の経
験を基礎として金額見積。
○
（連結はそ
の他にて
計上）
○
金融損失引当金 顧客の支払不能から生じる金融
債権に対する損失に備える引当
損失発生の頻度と重要性に基づいて計上 × ○
残価損失引当金 現在保有しているポートフォリオの
未保証残存価値に関し予想される
損失に備える引当
見積車両返却率および見積損失の程度を考
慮して評価
× ○
リコール対応等 リコール、無償サービスの発生費
用
マネジメントの合理的見積 × ○
環境対策改善のための
費用
現在行っている事業に関連して発
生する環境対策費用のうち、発生
の可能性が高く合理的に見積もり
可能なもの
現行の法制度のもとで利用可能な技術を用
いた場合にかかる費用。現在価値への割引
は行わない
× ○
訴訟関連 損害賠償訴訟、トラスト法関連等 利用可能な情報に基づき判断した結果、損
害賠償金額は判断できない
×
×
EU実施法令対応関連 EUにおけるリサイクル関連法令等
に対応するためかかる費用等
廃棄自動車の回収・解体・リサイクル費用等
を現時点で成立している法令に基づき算定
× ○
注記の独立項目として、内容説明を行っているもの
引当金としての記載はされていないが、注記の文章中から引当計上が推測できるもの
偶発債務として開示されているもの
 
出典：トヨタ 有価証券報告書より作成 
これらの複数の対象は、連結貸借対照表上は流動負債、固定負債の「その他」項目に計
                              
18 世界自動車工業会（OICA）2008 年メーカー別生産台数、2009 年 9 月 15 日ダウンロード、
http://oica.net/wp-content/uploads/world-ranking-2008.pdf 
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上されている。引当の対象となっている項目の中には、注記において個別の引当金の名称
による説明がされているものもあれば（製品保証引当金等）、関連する項目とあわせて開示
がされているもの、見積もり計上を行っていることが文章中から判断できるもの（リコー
ル対応等）など、内容や金額により様々な方法で開示がされている。 
偶発債務として記載されている項目は、大きく分けて訴訟関連と環境対策関連がある。
訴訟は、「訴訟等に関連する賠償責任の有無及びそれに伴う損害賠償の金額を判断すること
はできない」とし、「現時点で利用可能な情報に基づきこれらの訴訟から損失が生じたとし
ても、財政状態、経営成績もしくはキャッシュ・フローに重大な影響を与えることはない」
と述べるが引当の計上有無については述べていない。 
環境対策改善については、「費用の発生可能性が高く、かつ合理的に見積もることができ
る場合」に、改善の実行可能性の検討終了時、もしくは改善計画の実行を約した時点まで
に計上している。負債は現行の法制度のもと、社内で利用可能な技術を用い、専門家によ
る見積を行っている。また、「指令を遵守することで重要な現金支出が必要になるとは考
えていないが、引き続き、将来の法令の制定がトヨタの経営成績、キャッシュ・フローお
よび財政状態に与える影響を評価している。」と述べている。 
② 本田技研工業（本社：日本、業種：輸送用機器） 
ホンダは 2008 年度において４輪では世界５位、２輪では世界首位の生産台数を計上する
国際的な自動車等の製造・販売メーカーである。同社は米国会計基準に基づく財務諸表の
作成を行っており、引当等の見積もり項目は、連結財務諸表及び注記金額に影響を与える
事象等について行っている。2009 年 3 月時点において財務諸表上、図 6 のような引当金を
計上している。 
図 6 ホンダの引当金一覧 
種類 内容 測定 BSの個別
項目にて
記載
引当金計
上の記載
製品保証引当金
保証書に基づく無償の補修費用、
主務官庁への届出等に基づく無
償の補修費用
過去の補修実績、売上実績、予測発生台数
および予測台当たり補修費用等を含む将来
の見込みに基づいて見積り計上
○
（連結はそ
の他にて
計上）
○
クレジット損失引当金 顧客の不払いによる小売金融および直接金融リースの損失見積額
過去の損失実績、金融子会社保有債権の質
(延滞率、回収率)と規模と構成などに基づい
て、損失見積もり
× ○
リース残価損失引当金 リースの残存価額のうち補償されない部分
残存価額のうち補償されない部分に係る見
積損失を手当する金額 × ○
損害賠償請求、訴訟等 製造物責任または個人傷害に関
する損害賠償請求、訴訟
、訴訟および損害賠償請求の性格や訴訟の
進行状況、弁護士の意見などを考慮して引
当金を計上 × ○
注記の独立項目として、内容説明を行っているもの
偶発債務として開示されているもの
出典：本田技研有価証券報告書より作成 
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これら複数の対象は、連結貸借対照表上は流動負債、固定負債の「その他」項目に計上
されている。また、図 6 に記載の引当金は、注記において個別の引当金の名称による説明
および金額の開示が行われているが、それ以外の引当金が計上されているかの有無は記載
されていない。また、これらは見積りにより算定されているため、経済低迷や燃料価格上
昇等の要因により見積りの不確実性が増大され、実際の結果が見積りとは異なることもあ
りうると述べている。 
偶発債務については、訴訟や損害賠償請求の現状ついて述べたうえで、「損失発生の可能
性が高く、かつ損失額を合理的に見積もることができる場合に引当金を計上して」おり、「定
期的に」「弁護士の意見などを考慮して引当金を修正している」と記載している。ホンダは
2009 年 3 月時点で米国での訴訟をはじめ様々な案件をかかえているが、「不利な結果になる
と想定していない、あるいは確からしい損失額が合理的に見積もれない場合は引当金を計
上していない」として、具体的な案件や金額についての記載は行っていない。また、訴訟
が引起す損失等の可能性については、「これらの訴訟および損害賠償請求は当社の連結財政
状態および経営成績へ重要な影響を与えるものではないと考える」と述べている。 
③ ソニー（本社：日本、業種：総合電機、金融等） 
ソニーはエレクトロニクス、エンターテイメント、金融等の幅広い領域において、世界
各国で事業展開を行っている。ソニーは米国会計基準に従い財務諸表の作成を行っており、
引当金等の見積項目は、連結財務諸表及び注記金額に影響を与える事象等について行って
いる。同社が引当金として計上している項目等は図 7のとおりである。 
図 7 ソニーの引当金一覧 
種類 内容 測定 BSの個別
項目にて
記載
引当金計
上の記載
製品保証引当金 製品販売後の無償サービス費用の支出に備えるため
売上高、見積故障率、修理単位当たりのア
フターサービス費の見積額にもとづき算定
○
（連結はそ
の他にて
計上）
○
パソコン回収・再資源化
引当金
家庭系使用済パソコンの回収およ
び再資源化の支出に備えるため 売上台数を基準として支出見込額を算定
○
（連結はそ
の他にて
計上）
○
債務保証 持分法適用会社および非連結子
会社の銀行借入に対する債務保
証等
債務保証にかかる偶発債務は200９年3月
31日現在で29,469百万円と見積もり × ×
同社製リチウムイオン電
池セル関連製品の自主
回収
2006年度第２四半期発生の、同
社製リチウムイオン電池セル関連
製品の全世界における自主交換
プログラム
計上金額を適宜見直しのうえ、2009年３月
31日現在の引当残高は4,406百万円 × ○
EU実施法令対応関連 EUにおける電気・電子機器の廃
棄費用を製造者が負担する指令
同指令にもとづく法律が施行されている大部
分の欧州連合加盟国における見積額測定 × ○
損害賠償請求、訴訟等 製造物責任または個人傷害に関
する損害賠償請求、訴訟
訴訟および損害賠償請求の性格や進行状
況、弁護士の意見などを考慮して測定 × ○
注記の独立項目として、内容説明を行っているもの
偶発債務として開示されているもの
 
 23 
出典：ソニー有価証券報告書より作成 
これら複数の対象は、連結貸借対照表上は流動負債、流動負債の「その他」項目に計上
されている。また、図７に記載の引当金は、注記において個別の引当金の名称による説明
および金額の開示が行われているが、それ以外の引当金の、金額や計上の有無は記載され
ていない。 
製品保証引当金は、製品グループまたは製品毎に、収益が認識された時点で製品保証引
当金を計上しており、売上高、見積もり故障率および修理単位あたりのアフターサービス
費の見積もり額にもとづき計算されている。 
偶発債務は、子会社等への債務保証、同社製電池セル関連の自主交換プログラム等があ
り、これらについては適宜引当金額の見直しを行っている。例えば、自主交換プログラム
に関する引当は 2006 年に 51.2 億円を引当したが、その後回収状況および交換実績から見
積額の見直し、2007 年度は 15.7 億円、2008 年度は 2.3 憶円の引当金の戻し入れを行って
いる。また、同社グループは数件の訴訟の被告であり、様々な政府機関や団体等から調査
をうけているが、それら訴訟等による損害は財務上、重大な影響を及ぼさないとのスタン
スをとっている。これらの事項を考慮したうえで、同社が通常の事業において提供される
保証を含む偶発債務は最大で 47 億円との見積りを行っている。 
第4項 日本企業の調査結果 
日本の代表的な会社として、トヨタ、ソニー、ホンダの３社を選出し調査をおこなった
結果、以下のような示唆がえられた。 
 
＜引当金＞ 
各社の事業展開や状況にあわせ多種の引当金設定がなされており、各引当金の金額の開
示状況も会社により異なっている。同業種であるトヨタとホンダを比較しても、両社と
も製品保証引当金や金融ビジネスに関係する引当金等の同種の引当金計上を行ってい
ると述べている一方で、トヨタのみが EU 実施法令引当金や環境対策改善のための費
用について引当計上しているとの記載を行っている。また、引当金及び偶発債務の測定
方法についても各社で異なっている。たとえば、製品保証引当金について、ソニーは「売
上高、見積故障率、周囲単位当たりのアフターサービス費の見積額に基づき算定する」
とし、トヨタは「保証期間内に不具合が発生した部品を修理・交換する際に発生すると
見積もられる費用総額を販売時に最善の見積りに基づき計上」とし、ホンダは「過去の
補修実績、売上実績、予測発生第数および予測台あたり補修費用等を含む将来の見込み
に基づいて見積もり計上」としている。 
 
＜偶発債務＞ 
偶発債務の開示状況についても各社で差が生じている。ソニーは 2009年 3月期の有価
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証券報告書において、訴訟の概要にふれたうえで「通常の事業において提供される保証
を含む偶発債務として最大で 47億円」と金額の開示を行っている。ホンダは、現状の
訴訟に関して引当金の計上を行っている旨を注記の偶発債務において開示しているが、
金額の記載は行っていない。トヨタは訴訟や賠償請求等の存在およびその潜在的なリス
クについて述べているが、損害賠償の金額を判断することができず、また、損失発生し
た場合も経営状況に重大な影響を与えることはないと述べている。 
 
日本企業の開示状況から、以下のようなことがわかった。 
z 業種が同じ場合でも、企業により計上されている引当金の種類は異なる。 
z 偶発債務として開示が行われている項目について、引当金計上している企業があ
る。 
z 引当金を計上しているかどうかは、記載がない場合には不明である。 
z 各社の引当金及び偶発債務の開示の状況をまとめると、図 8 のとおりである。な
お、空欄は記載自体がされていないことを表す。 
図 8 日本企業 3社の引当金・偶発債務 
トヨタ ホンダ ソニー
製品保証引当金 ● ● ●
金融損失引当金 ○
残価損失引当金 ○
リコール対応等 ○
環境対策改善のための費用 ○
クレジット損失引当金 ○
リース残価損失引当金 ○
パソコン回収・再資源化引当金 ●
訴訟関連 × ○ ○
EU実施法令対応関連 ○ ○
債務保証 ×
自主回収 ○
種類 / 会社名
引当金
偶発債務
×：引当金が計上されているかの記載はない
○：引当金が計上されているとの記載ある
●：○のうち、BSにて金額が個別に確認できる  
出典：各社の有価証券報告書内容より作成 
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第3節 米国企業の実態調査（NYSE及び Nasdaq、ダウ工業株価指数３０種） 
第1項 米国企業の実態調査 
米国における引当金の計上の実態について調査するため、ダウ工業株価指数３０種の構
成銘柄である企業から、調査対象となる企業を抽出する19。抽出にあたっては、米国がハイ
テク、医薬、コンシューマー関連の産業等で世界的に著名な企業が多いことから、「①世界
各国で事業展開を行っている、②ハイテク産業等に属する代表的企業」を対象とする。調
査にあたっては、各社が公表したアニュアル・レポートを用いる。 
第2項 米国企業における引当金の開示 
米国の株式市場に上場している企業は、SEC の定める諸規則に基づき作成された Form10
‐K 等の書類により財務数値の公表を行っている。図 9 は、P&G 社の 2008 年アニュアル・
レポートから貸借対照表の負債の部の記載部分を抜粋したものである。引当金は貸借対照
表上の「その他流動負債（Accrued and other liabilities）」もしくは「その他固定負債
（Other Noncurrent Liabilities）」の項目中に他の項目と合算のうえ表示されている。ま
た、その他流動負債及びその他固定負債の内訳は、注記において金額及び内容の記載が行
われているが、引当対象の項目を分けて記載は行っていない。偶発債務に関しては、訴訟
に関する内容を中心に、注記で記載がなされている。 
図 9 アニュアル・レポートにおける負債の部の表示例  
Amounts in millions; June 30 2009 2008
LIABILITIES AND SHAREHOLDERS' EQUITY
CURRENT LIABILITIES
Accounts payable  $     5,980  $     6,775
Accrued and other liabilities         8,601       11,099
Debt due within one year       16,320       13,084
TOTAL CURRENT LIABILITIES       30,901       30,958
LONG-TERM DEBT       20,652       23,581
DEFERRED INCOME TAXES       10,752       11,805
OTHER NONCURRENT LIABILITIES         9,429         8,154
TOTAL LIABILITIES       71,734       74,498
出典： P&G 社 2009 年度アニュアル・レポートより作成 
                              
19 2009 年 9 月 15 日時点 
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第3項 個別企業の実態調査 
第 1 項での選出基準により抽出されたマイクロソフト、ジョンソン・アンド・ジョンソ
ン、プロクター・アンド・ギャンブルの 3社について企業の実態調査を行う。 
① マイクロソフト（本社：米国、業種：ソフトウェア） 
マイクロソフト（以下“MS 社”）は米国に本社をおく、世界最大のコンピュータ・ソフト
ウェア会社である。2009 年度のファイナンシャルタイムス紙グローバル 500 企業の時価総
額ランキング20では 6位であり、米国 NASDAQ に上場している。 
MS 社は米国会計基準に基づき財務諸表の作成を行っており、連結財務諸表及び注記金額
に影響を与える事象等について見積もり計上を行っている。2009 年度のアニュアル・レポ
ート21における主要な見積項目としては、製品保証、製品のライフサイクル、返品見積もり
等がある。ハードウェア（ゲーム機等）の製品保証に関しては、過去及び将来の見積もり
による不良製品率、修繕にかかる費用等を勘案し見積もり金額の算定を行っている。ソフ
トウェアの製品保証については、ソフトウェアのライフサイクル中におけるバグ修正費用
を算定し見積もりを行っている。また、MS 社は世界各地において多種多様な訴訟案件をか
かえているが、これらに訴訟に関しても合理的に金額が算定できる場合には見積もり計上
を行っている。図 10 はアニュアル・レポートの注記において記載されている、2005 年以降
のワランティ及び訴訟に関連し計上されている引当金である。 
図 10 MS社引当金推移 
M$
Category 2005 2006 2007 2008 2009
保証関連（Warranty） 14 10 850 692 342
訴訟関連（Contingencies） 2,661 2,000 1,600 1,100 1,200  
出典：MS 社アニュアル・レポートより筆者作成 
2007 年の保証関連（Warranty）の急激な増加原因は、MS 社がゲーム機を新たに販売しは
じめたことにより、ゲーム機械の補償関連費用の計上を行ったためである。訴訟関連は、
案件毎に管理を行っており、見積金額や計上の有無についての判断を行っている。また、
この他にも一部引当金に関しては、見積もり額のレンジ及び貸借対象表の計上額の記載が
なされている。例えば、反トラスト法に関連し、MS 社は複数の州や連邦政府等からの訴訟
対象となっているが、これらについては金額的重要性等を鑑み引当金の計上を行っており、
会社による概算見積もり額のレンジ、既にコスト計上している金額及び見積額から既払い
分を差し引いた BS 計上額を開示している。これは図 11 にあるとおりである。 
                              
20 FT Global 500 2009, 2009 年 9 月 15 日ダウンロード
http://media.ft.com/cms/8289770e-4c79-11de-a6c5-00144feabdc0.pdf 
21 MS 社の決算期は 6月末である。 
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図 11 MS社の反トラスト法関連訴訟に対する見積り額推移 
金額 04年 05年 06年 07年 08年 09年
見積もり $1.1 - 1.2B $1.2 - 1.5B $1.5 - 1.7B $1.7 - 1.9B $1.7 - 1.9B $1.8 - 2.0B
うちBS計上額 $1.04B $1.1B $1.2B $1.2B $0.9B $1.0B
うち既支払い額 $0.06 $0.10 $0.30 $0.50 $0.80 $1.00
 
出典：MS 社アニュアル・レポートより筆者作成 
偶発債務は、重要と認められる案件について注記の「偶発債務（Contingencies）」にお
いて開示を行っている。MS 社は偶発債務として大きく分けて４つの項目、すなわち①独占
禁止法関連、②アンチ・トラスト法関連、③パテント知的財産関連、④その他についてそ
の内容等の開示を行っている。2009 年時点において、MS 社は大規模な訴訟を抱えており、
注記にて個別に記載されているのは図 12 の通りである。 
図 12 MS社の抱える主な訴訟一覧 
分類 訴訟相手
独占禁止法関連 EU委員会（EU競争法違反）
米国司法省、１８州、コロンビア自治区等
不正競争防止法関連 複数の州、米国及びカナダ司法、
その他の独占禁止法関連 Novell
パテント、無形資産関連 アルカテル・ルーセント  
出典：MS 社アニュアル・レポートより筆者作成 
表中の訴訟にある、EU 委員会からの EU 競争法（独占禁止法）違反に関する訴訟では、2004
€年発生当時の見積もりは 497($605M)であったが、2008 €年に実際に支払った金額は
899M($1.4B)であり、US＄ベースで$0.8B もの見積もりとの差額が生じている。会社の説明
によると、これは為替の影響だけでなく制裁金の支払額自体も見積もりから大きく膨らん
だことによる。なお、当該訴訟案件に関する見積金額は、計上が行われた 2004 年から実際
に支払いが行われた 2008 年までに金額の変更はされていない。 
② ジョンソン・アンド・ジョンソン社（本社：米国、業種：製薬） 
ジョンソン・アンド・ジョンソン社（以下“JJ 社”）は、2009 年度のファイナンシャル
タイムス紙グローバル 500 企業の時価総額ランキングでは 8位であり、米国 NYSE に上場し
ている。JJ 社は米国会計基準に基づき財務諸表の作成を行っている。 
2008 年度のアニュアル・レポートにおける見積もり項目の開示に関しては、財務諸表の注
記において「連結財務諸表作成にあたっては、米国で一般に公正妥当と認められた会計基
準を使用しており、同基準は経営者が見積額の算定及び計上を行うことを要している。見
積もりは、売上値引き、リベート支払い、インセンティブ等、製造物責任（プロダクト・
ライアビリティ）、税金、減価償却、従業員の福利厚生、偶発事故、無形資産および負債の
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価値算定において使用される。」としている。また、通常のビジネスを行っていくうえで起
こる訴訟及び製造物責任等については、損失の発生見込みから概算額を算定のうえ、見積
計上を行っている。訴訟に関しては、JJ 社が多くの薬品及び医療機器に関する訴訟をかか
えていることに言及しつつも、それらの訴訟により発生が見込まれる損害額については、
現在 JJ社が貸借対照表上で計上している引当金や保険等でカバーできるとの見込みを述べ
ている。しかし、各項目の内容、金額、算定及び計上方法についての具体的な開示はされ
ていない。 
また、偶発債務のうち訴訟に関しては、重要と認められる案件について、注記の訴訟
（Legal Proceedings）にて製造物責任（Product Liability）、パテント関連訴訟（Patent 
Litigation）、卸売価格関連訴訟(Wholesaler Price Litigation)等の訴訟内容や現在の審
理状況等など詳細な記載がなされている。しかし、案件が引当金の対象となっているか否
かについては明示がされていない。将来発生しうる金額的インパクトに関しても、たとえ
ば注記の製造物責任（Product Liabilities）においては、「DURAGESIC®に関する損害賠償
額（damages）は＄20M を下回る」と述べているが、この案件に関する数値の算定根拠等（キ
ャッシュフロー、割引率等）についての記載はない。 
 
③ プロクター・アンド・ギャンブル（本社：米国、業種：一般消費財） 
プロクター・アンド・ギャンブル（以下“P&G 社”）は、2009 年度のファイナンシャルタ
イムス紙グローバル 500 企業の時価総額ランキングでは 10 位である。また、P&G 社は米国
会計基準に基づき財務諸表の作成を行っている。2009 年度のアニュアル・レポート22におけ
る見積もり項目の開示は、財務諸表の注記に関して「USGAAP に基づく連結財務諸表作成に
あたっては、経営者は連結財務諸表及び付随する開示事項に影響を与える項目について見
積及び計上を行う必要がある。見積もりに関しては、現時点で発生している事象及び将来
起こりうる事象に関して経営者が最善をつくして（Best knowledge）行う。」としている。
また、見積もり金額に関しては、「実際の発生額は究極的には見積もり金額とは異なるが、
このような差異は、財務諸表に重大な影響を与えることはないと経営者は確信している」
と述べている。 
P&G 社は引当金を個別に開示することは行っておらず、負債の中で“その他”に該当する
項目については内容を開示しているが、記載内容中では引金当は確認できため、引当金が
計上されている場合は貸借対照表上中の負債のうち「その他（Others）」において他の項目
と一括で計上されていると考えられる。なお、注記においても、引当金に関しては、引当
内容をはじめ、算定方法や計上基準等についての記載はない。 
偶発債務のうち訴訟については、「訴訟関連（Litigation）」において開示を行っている。
P&G 社はアンチ・トラスト法、製造物責任、パテントやトレードマークに関してなど多くの
                              
22 P&G 社の決算期は 6月末である。 
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領域において複数の訴訟案件をかかえているほか、2008 年度には EU 競争法違反であるとし
て EU からの調査を受けている。P&G 社はこの EU からの調査結果により実際に訴訟が発生し
た場合には、莫大な制裁金が発生する可能性が高いことを認識しているが、訴訟の長期化
が予想されること、また財務諸表上に与える金額的インパクトが予測できないことから、
今後引当金を計上する可能性があることを示唆しているが 2009 年度においては計上を行っ
ていない。また、その他の訴訟や環境対策等に関する案件については、案件が将来的に経
営成績等に重要な影響を与える可能性は低いと判断していると述べているが、案件が引当
金の対象となっているか否か、また金額的インパクトがどのくらいかは明示していない。 
 
第4項 米国企業の調査結果 
米国の代表的な会社として、マイクロソフト、P&G、ジョンソン・アンド・ジョンソンの
３社を選出し調査をおこなった結果、以下のような結果がえられた。 
z 各社とも、事業展開や個別の状況に応じて多種多様の引当金設定がなされている旨
の記載がある。しかし、計上されている引当金の種類、内容及び金額についての開
示は行っていない。 
z 引当金のうち製品保証に関しては MS 社は計上の内容、計上金額の見積方法及び金
額について記載を行っている。JJ社は計上を行っているが金額は不明、P&G社は計
上しているかどうかについても不明である。 
z 各社とも、訴訟に関しての記載は行っているが、記載の内容や程度にはバラつきが
みられた。金額の開示は、MS社は重要な訴訟に関し概要及び金額の記載を行ってい
るが、その他 2社は金額の開示は行っていない。 
 
今回調査した 3 社のアニュアル・レポートからは、引当金の対象となっている項目、引
当金の計上金額、引当金の測定方法等については MS 社を除き不明であった。また、偶発
債務についても、訴訟関連以外の対象項目は不明であり、訴訟に関する引当の有無等もMS
社を除いては不明であった。 
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第4節 欧州企業の実態調査（FTSE100） 
第1項 欧州企業の実態調査 
欧州における引当金の計上実態について調査するため、FTSE100 の構成銘柄である企業か
ら、調査対象となる企業を抽出する。抽出にあたっては、FTSE100 における構成比率が上位
の企業を対象とする23。また、調査にあたっては、企業のインターネット HP に掲載されて
いるアニュアル・レポートを使用する。 
第2項 欧州企業における引当金の開示 
欧州の市場に上場する企業は、IFRS の適用が義務付けられている。IFRS 適用企業は、引
当金は貸借対照表の負債の部に、金額と表示項目名を示し、さらに引当金の種類毎に注記
に下記の事項を記載することが求められている。 
 
z 期首・期末の引当金計上額 
z 期中における引当金の動き（増加、使用、振戻、その他割引率変更等による変動） 
z 債務の内容の説明、経済的便益の発生時期 
z 流出額や時期の不確実性 
 
予期される補填金額及び補填について認識される資産金額偶発債務は、偶発債務の種類毎に内
容の簡潔な説明を行い、可能であれば、財務上の影響の見積額、流出の金額または時期に関する
不確実性の内容、補填の可能性を開示する。図 13は、BP社の 2008年アニュアル・レポートか
ら貸借対照表の負債の部を抜粋したものである。引当金は、“Provision”において流動部分と固
定部分にわけて記載が行われている。 
                              
23 FTSE100 は LSE に上場する企業のうち時価総額上位 102 社で構成され、102 社合計の時価総額
は LSE の全上場企業の時価総額の 88%をしめている。FTSE100 は LSE 上場の時価総額上位 100 銘
柄で構成される総額加重平均指数であり、指数値は各銘柄を投資可能なウェイトに調整して計算
され、1984 年 1 月 3日を 1000 として算出を行っている。対象企業の抽出には FTSE100 の 2008
年 12 月 31 日時点における構成比率を使用した。なお、構成比率を産業別にみると、石油・ガス
産業が 23%、金融関係は 18％、コンシューマーサービス 13％、コンシューマーグッズ 13％、医
薬品 11％となっている。 
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図 13 IFRS適用会社における負債の部の表示例 
At 31 December $ million
2008 2007
Current liabilities
   Trade and other payables 33,644 43,152 
   Derivative financial instruments 8,977 6,405 
   Accruals 6,743 6,640 
   Finance debt 15,740 15,394 
   Current tax payable 3,144 3,282 
   Provisions 1,545 2,195 
69,793 77,068 
Liabilities directly associated with the assets classified as held for sale – 163 
69,793 77,231 
Non-current liabilities
   Other payables 3,080 1,251 
   Derivative financial instruments 6,271 5,002 
   Accruals 784 959 
   Finance debt 17,464 15,651 
   Deferred tax liabilities 16,198 19,215 
   Provisions 12,108 12,900 
   Defined benefit pension plan and other post-retirement benefit plan deficits 10,431 9,215 
66,336 64,193 
Total liabilities 136,129 141,424 
出典：BP 社アニュアル・レポート 2008 年度より抜粋 
第3項 個別企業の実態調査 
第 1 項での選出基準により FTSE100 の構成銘柄のうち上位 10 社を対象とし調査を行う。
24このうち、ロイヤル・ダッチ・シェル社は企業の上場実態（RDS.A 株と RDS.B 株の両方が
LSE に上場）と、財務諸表上の開示実態（シェル社 1社として開示）とで相違があるが、調
査においては、財務数値の開示実態にあわせ、シェル 1 社として調査を行う。そのため、
実質的な調査対象は 9 社である。なお、欧州で上場している企業は、IFRS を適用している
が、ＥＵ域内の上場会社に対し IFRS が強制適用されたのが 2005 年度からであり、企業に
よっては時系列による分析調査を行うためのデータが十分に蓄積されているわけでないこ
とから、対象企業によっては特定の年度の数値のみをとりあげて分析を行うこととする。 
① BP p.l.c （本社：英国、業種：石油・ガス等エネルギー関連） 
BP p.l.c (以下“BP 社”)は石油メジャーの一角をなす企業であり、原油の採掘にはじま
り精製から小売までの一連の流れを世界中で手掛けている。2009 年度のファイナンシャル
タイムス紙グローバル 500 企業の時価総額ランキングでは 16 位である。 
BP 社は、過去の事象に起因する将来の特定の費用または損失に対して、将来において経
済的便益をもつ資源の流出の可能性が高く、金額が合理的に見積もれる場合に引当金の計
                              
24 これら上位 10 社が FTSE100 の構成要素にしめる割合は 52.42％である（2009 年 3 月 31 日時
点） 
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上を行っている。引当金計上に際しての将来キャッシュ・フローの算定は、時間的価値を
勘案し影響が大きい場合には現在価値への割引を行っている。割引は、市場の状況等を勘
案したうえで見積られたレートの税引き前数値を使用して行う。 
引当対象は貸借対照表上の引当金（Provision）項目にて計上されており、2008 年度に引
当金として開示を行っている項目は、①Decommissioning（閉鎖等：工場や設備等の廃棄や
原状回復等にかかる費用の見積もり、②Environmental(環境関連)：環境対策の実施策にか
かる費用の見積もり、③Litigation and other（訴訟その他）：訴訟や係争、その他費用の
見積もりに分けられる。図 14 は、引当金の内容毎の金額推移と、2004 年を１としたときの
伸び率を注記から抽出しまとめた表である。計上金額は増加傾向にあり、全体では 2008 年
は 2004 年の 1.4 倍、その中でも特に訴訟関連等の引当は 2.3 倍と増大傾向にある。
Litigation and other（訴訟その他）のうち訴訟関連の引当が 2008 年で$1446M(2007 年
$1737M)と半分近くをしめ、次いで従業員関連の引当が$792M(2007 年$761M)、余剰在庫等に
関する引当が$251M(2007 年$320M)となっている。また、注記の記載から引当金の積み増額、
特に訴訟関連の引当金の増加が大きいことがわかる。 
図 14 BP社の引当金 5年間推移 
M$
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Decommissioning (閉鎖等） 5,572 6,450 8,365 9,501 8,418
Environmental　（環境関連） 2,457 2,311 2,127 2,107 1,691
Litigation and other (訴訟関連等） 1,570 2,295 3,152 3,487 3,544
Total 9,599 11,056 13,644 15,095 13,653
Decommissioning (閉鎖等） 1.00 1.16 1.50 1.71 1.51
Environmental　（環境関連） 1.00 0.94 0.87 0.86 0.69
Litigation and other (訴訟関連等） 1.00 1.46 2.01 2.22 2.26
Total 1.00 1.15 1.42 1.57 1.42
Amount
2004年を１とし
たときの伸び率
 
出典：BP 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
BP 社は引当金の算定において使用した割引率の開示も行っている。図 15 は、各項目に対
応する割引率の 5 年間の推移および計上対象の内容をまとめたものである。表中にあると
おり、閉鎖関連及び環境関連の引当については割引率として 2%を使用している。また、訴
訟やその他の引当については案件に応じて、名目割引率である 04～07 年 4.5％、08 年 2.5％
を使用するか、もしくは実質割引率 2%の割引率を使用して算定を行っている。 
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図 15 BP社の引当金算定時の割引率 
BP 04年割引率
05年
割引
率
06年
割引
率
07年
割引
率
08年
割引
率
期間
（年） 対象
Decommissioning
(閉鎖等） 2% 2% 2% 2% 2% 30
石油・天然ガス製造設備等の除却・
廃棄等
Environmental
（環境関連） 2% 2% 2% 2% 2% 10
環境修復活動にかかる費用 （注：
現状の技術により可能な範囲での
修復）
Litigation and other
 (訴訟関連等）
4.5%又
は2%
4.5%又
は2%
4.5%又
は2%
4.5%又
は2%
2.5%又
は2%
記載な
し 従業員関連費用、訴訟
出典：BP 社アニュアル・レポートより筆者作成 
偶発債務は、債務の履行義務を会社が認識している場合であっても、合理的に数値の算
定ができない場合には事象等の開示のみを行っている。BP社は多数の訴訟案件をかかえて
いるが、それらの案件のうち財務上重大な影響を及ぼすような案件はないと述べている。 
② HSBC（本社：英国、業種：金融） 
HSBC は英国に本拠地を置く金融サービス企業である。引当は、発生の可能性が高い過
去の事象に起因する将来の特定の費用または損失に対して、金額が合理的に見積もれる場
合に計上を行っている。将来キャッシュ・フローは、過去の事象に起因する可能性の高い
発生金額を、CAPM をベースとして算定した資本コスト率を使用し割引したうえで算定し
ている。HSBCが 2008年に行っている引当は主に 3種類あり、不動産契約関連（$85M）、
従業員訴訟（$334M）、債務保証等の契約（$439M)等の合計$1730Mであり、総資産の 0.1%
未満と非常に僅少である。 
しかし、訴訟関連等において、財務諸表上は認識されていない多数の案件を会社は抱え
ている。例えば、英国の Office of Fair trading（OFT：公正取引局)が 2007年に高等裁
判所において HSBCを含む複数の英国の金融機関に対して起こした訴訟については、発生
可能性について未だ疑問があるとの理由から、引当金の計上は行っていない。一方で、HSBC
は訴訟の見通しは不透明であるものの、概算で£350M （US$510M ）の発生可能性が高
いと見積もっている。また、2008年に起きた米国の著名ファンドによる金融詐欺事件にお
いて25、同ファンドに対し HSBC も米国の支店等を通じ元本及び期待収益を合計すると
US$8.4Bにもなる多額の投資を行っていた。HSBCはこの事件に関し、原告として訴訟準
備をすすめていく方向でいるが、信頼できる金額の見積もりができないとの理由から引当
金の計上は行っていない。これ以外にも、英国及び英国以外の多くの国において多数の訴
訟案件を抱えているが、これらは重要性に欠け、財務上も重大な影響を及ぼすとは考えら
れないとのスタンスから、案件等の開示及び関連する債務の認識はおこなっていない。 
                              
25 2008 年米国の、ベルナード・マードフ氏経営のファンドによる金融詐欺事件。同氏は逮捕さ
れ、多くの著名な金融機関や投資家が被害者となった。 
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③ Vodafone（本社：英国、業種：通信） 
Vodafone は世界最大の多国籍携帯電話事業会社であり、欧州を中心として世界各国に通
信関連サービスを広く提供している。引当金は、発生の可能性が高い過去の事象に起因す
る将来の損失に対して、取締役（Director）の最善の見積り金額（Best estimate）を使用
して計上を行っている。見積もりは、将来キャッシュ・フローをリスク調整後のディスカ
ウント・レートを使用し割引を行っている。なお、金額の見積もりにおいては、割引率の
設定に関する指針が設けられており、たとえばモバイル・ビジネスにおいては、①事象発
生した国の GDP レート、もしくは②EBTDA 算定上の複利の年間成長率のうち低いレートを使
用している。 
Vodafone は 2009 年度より引当金の残高開示を注記においてはじめている。09 年度に計
上している引当は① 固定資産除却関連（Asset Retirement obligation）及び②その他
(Other provisions)であり、①と②の合計は 2008 年度が£662M、2009 年度が£906M、うち
②は 2008 年度が£454M、2009 年度が£545M となっている。②には訴訟関連については、
専門家の意見等を計上の可否や計上金額算定において十分に検討したうえで計上を行って
いるとの記載あるが、引当方法や金額についての記載は行われていない。 
また、偶発債務に関しては、金額及び内容等の開示を行っているが、数値が公表されて
いる 2007 年以降の金額推移は図 16 のとおりである。 
図 16 Vodafoneの偶発債務 3年間推移 
2007 2008 2009
パフォーマンス・ボンド(Performance bond) 109 111 157
第三者への債務保証 (Credit guarantees -3rd party) 34 29 61
その他保証及び偶発債務 (Other guarantees and contingent liabilities) 90 372 445
合計 233 512 663
1.00 2.20 2.85
Amount
2007年を１としたときの合計の伸び率
£M
 
出典：Vodafone 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
偶発債務のうち、その他債務保証及び偶発債務の 2008 年以降における金額の増加が著し
いが、これはスペイン政府や英国政府等との徴税金額に関する調停による。また、同社は
政府機関等からも含め第三者からも、多くの訴訟案件についての当事者となっているが、
重要とみなす案件についてのみ概略を記すのみで、金額の開示等は行っていない。 
 
④ グラクソ・スミス・クライン（本社：英国、業種：製薬） 
グラクソ・スミス・クライン（GSK 社）は英国に本社を置く、世界第 2位の売上規模を誇
る大手製薬会社であり、世界各国に医薬品等の製造・販売を行っている。引当金は、発生
の可能性が高い過去の事象に起因する将来の損失に対して、金額が合理的に見積もれる場
合に計上を行っている。計上数値の算定にあたっては、リスク考慮後のキャッシュ・フロ
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ーをリスク・フリー・レートで割り引くことにより計算している。計算は個別案件毎に行
うが、会社が従来経験した同様の訴訟案件等をベースに IBNR26という保険数理計算上の手法
を用い、合理的な金額の算定を行っている。製造物責任に関しては、クレーム発生の可能
性から数理計算を行い、見積額の算定を行っている。図 17 は GSK 社が引当計上している、
主な項目と内容についてまとめた表である。 
図 17 GSKの引当金一覧 
項目 内容 計上等
Legal and other disputes 米国アンチトラスト法、製造物責任、契約関連、環境保全等
法務や専門家のアドバイスをふまえ取締
役（Director)が引当決定。IBNR手法活用
Restructuring programmes 新オペレーショナルエクセレンスプログラム
08年に40％、09年35％、10年20％の発
生見積もり
Employee related provisions インセンティブプログラム、報償など リスクフリーレートを使用して算定
Integration and re-org GWとSKBが合併時の見積もり費用 09年に完了予定
 
出典：GSK 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
また、図 18 は、引当金の 5年間の金額推移及び伸び率を示した表である。2004 年比で引
当金額は約 4倍、その中でもその他項目に含まれる引当が約 9倍と大幅に増加している。 
図 18 GSKの引当金推移                          M$ 
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Legal and other disputes 1,074 1,165 1,105 1,152 1,903
Others 457 471 478 2,344 3,923
Total 1,531 1,636 1,583 3,496 5,826
Legal and other disputes 1.00 1.08 1.03 1.07 1.77
Others 1.00 1.03 1.05 5.13 8.58
Total 1.00 1.07 1.03 2.28 3.81
Amount
2004年を１と
したときの伸
び率
出典：GSK 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
図 18 の「その他」項目の数値の伸びの理由としては、GSK 社が 2007 年より行っている大
規模なリストラクチャリングがある。GSK 社は見積合計£3.6B を 2008 年から 2011 年の 4
年間にわたり進捗率に応じた計上を行っており、08 年に 40％、09 年に 35％、10 年に 20％
発生見込みをたて、段階的な費用計上を行っている。 
また、GSK 社は多数の訴訟、紛争等の当事者となっており、その内容は米国のアンチ・ト
ラスト法、製造物責任、契約破棄に関する訴訟、自家保険、環境関連等など多岐にわたっ
ている。これらに対し、GSK 社の経営陣は、弁護士などの専門家の意見を取り入れたうえで、
保険や契約等の事実関係を把握し、保険にて求償できる分などは調整のうえ、会計上の計
                              
26 IBRN 備金（incurred but not reported）：既発生未報告であり、支払決定済みだが支払額が
確定しない場合など、発生主義の考えに基づき支払備金として積み立てること。 「わかる！保
険用語ガイド」http://www.hokenyougo.com 
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上数値および計上の可否についての判断を行っている。また、発生の可能性が高く金額が
合理的に見積もり可能な案件について引当計上を行っている。開示の状況をみると、GSK 社
が 2008 年時点で抱える多くの大規模訴訟などの重要な案件について、①ブランドや特許等
の無形資産関連（Intellectual property）、②製造物責任関連（Product Liability）、③
販売、マーケティングに関する規制等（Sales and Marketing regulation）、④アンチ・ト
ラスト法関連（Antitrust）、⑤商業関連等（Commercial and Corporate）にわけて訴訟の
経緯や内容等について詳細な記載を行っている。しかし、各案件の損害賠償額など、具体
的な金額の開示はされていない。 
 
⑤ ロイヤル・ダッチ・シェル（本社：オランダ、業種：石油・ガス等エネルギー関連） 
ロイヤル・ダッチ・シェル（以下“シェル社”）は世界第 2位の石油エネルギー会社であ
る。2009 年度のファイナンシャルタイムス紙グローバル 500 企業の時価総額ランキングで
は 9位であり、英国企業の中では最も高い順位である。同社は 2005 年までは二元上場会社
であったが、2005 年 5 月に英国及びオランダの事業提携会社を統合し、単一の事業法人で
あるロイヤル・ダッチ・シェルを設立した。そのため、統合後のデータはアニュアル・レ
ポート作成対象期間である 2004 年以降に限られている。 
シェル社は、引当金を発生の可能性が高い過去の事象に起因する将来の損失に対して、
金額が合理的に見積もれる場合に計上を行っている。計上額は、通常はリスク考慮後の将
来キャッシュ・フローの現在価値割引額を使用し、長期負債（Non-current amount）に関
しては、リスク・フリー・レートを使用したうえで割引を行い計上金額の算定を行ってい
る。また、計上金額や算定方法に関しては、状況の変化等に応じて適宜修正を行っている。
引当対象は貸借対照表上の“Provision”項目内に計上されており、2008 年度にシェル社の
Provision 項目にて開示を行っている項目としては①閉鎖関連（Decommissioning）、②環境
関連（Environmental)、③リストラ関連（Redundancy）、④訴訟関連（Litigation）等とな
っている。また、5 年間の引当金の推移は図 19 のとおりである。その他(Others)では、保
険やロイヤリティスキーム、係争中の税金訴訟に関しての引当てを行っている。 
図 19 シェル社の引当金 5年間推移 
M$
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Decommissioning and restoration 5,397 5,925 8,317 11,226 10,496
Environmental 817 878 967 1,212 1,163
Redundancy (restructuring) 589 358 254 561 310
Litigation 679 880 1,116 958
Other 1,094 1,729 2,335 2,094
Total 8,640 8,934 12,147 16,450 15,021
2007年を１としたときの合計の伸び率 1.00 1.03 1.41 1.90 1.74
1,837
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出典：シェル社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
訴訟関連の引当で大きいものとしてはハイドロカーボン関連訴訟があり、この訴訟にか
かる賠償金及び弁護士費用等として、シェル社は 2008 年に$0.4B（2007 年は$0.5B）の引当
を行っている。これ以外の大きな訴訟関連事項としては、公的機関等から製造物責任や原
状回復等を問われている地下水汚染問題がある。2008年にはこの問題に関連して合計59件、
シェル社に対しては総額$34.2M、Motiva 社（シェル社が 50%所有）に対しては$26M を求め
る訴訟を起こされている。しかし、汚染の可能性は高いが実際の被害が生じていないこと、
また、シェル社の設備等と汚染との因果関係が未だ不明確であることから、シェル社首脳
陣はこの件に関し今後の業績に重大な損失を引き起こす可能性は低いとして、損害に関す
る引当は行っていない。また、シェル社はこれらの案件以外にも多くの訴訟やカントリー
リスク（ナイジェリア等）がある案件をかかえており、その中には保険によりカバーされ
ないものも存在するが、影響額の予測はできないとのスタンスをとっている。 
 
⑥ アストラゼネカ（本社：英国、業種：製薬） 
アストラゼネカ（以下 AZ 社）は英国に本社を置く、製薬大手メーカーである。引当金は、
発生の可能性が高い過去の事象に起因する将来の損失に対して、金額が合理的に見積もれ
る場合に、リスク考慮後の将来キャッシュ・フローを現在価値に割引いた金額を計上して
いる。 
AZ 社は引当金を①退職給付（Severance）、②環境関連（Environmental）、③従業員福利
厚生（Employee Benefits）、④その他（Others）のカテゴリーにて認識している。①解雇
関連（Severance）は、2010 年まで 3年計画で行っている、世界的規模でのリストラクチャ
リングに関する見積もりである。また、環境保全に関する見積もりを②環境関連
（Environment）、訴訟や係争関係の費用を④その他（Others）にて見積もり計上している。
図 20 は、引当金の 5年間の金額推移及び伸び率を示した表である。2004 年比で引当額は約
4倍、うちリストラクチャリングに関する引当額は約 18 倍と大幅に増加している。 
図 20 AZ社の引当金 5年間推移 
M$
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Severance 34 62 31 643 619
Others 271 292 335 377 523
Total 305 354 366 1,020 1,142
Severance 1.00 1.82 0.91 18.91 18.21
Others 1.00 1.08 1.24 1.39 1.93
Total 1.00 1.16 1.20 3.34 3.74
Amount
2004年を１と
したときの伸
び率  
出典：AZ 社アニュアル・レポートより筆者作成 
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訴訟に関しては、同社は従業員の雇用関係、製造物責任、商事紛争、アンチ・トラスト
法に関する紛争、知的財産権に関する紛争などを抱えており、政府からの調査等の対象に
なっている案件も多数抱えている。これらの案件は内容が複雑であり、損失が発生するか
どうかに加え、損失発生金額の見積もりにおいても不確実性が伴っており、見積金額を合
理的に算定することが困難なものもある。そのため、訴訟案件の性質及び事実関係を熟慮
のうえ、情報開示を行っている。訴訟等に関しては注記において 19 ページにわたり開示が
されており、すでに貸借対照表日において終結した案件を含め、現在係争中の案件に関し
て案件の内容に加え、可能な案件については今後の見通し等の記載もなされている。しか
し、具体的な損失発生金額の開示等は行われていない。 
⑦ ブリティッシュ・アメリカン・タバコ（本社：英国、業種：たばこ） 
ブリティッシュ・アメリカン・タバコ（以下 BAT 社）は英国に本社を置く、たばこの製
造から販売までを行うたばこ産業界の大手企業である。引当金は、訴訟や法的な義務に対
して行われており、発生の可能性が高い過去の事象に起因する将来の特定の費用または損
失に対して、金額が合理的に見積もれる場合に計上を行っている。 
BAT 社は引当金を①会社ビジネスのリストラクチャリング関連（Restructuring of 
existing business）、②合併関連（Acquired business）、③従業員福利厚生関連（Employee 
Benefits）、④その他（Others）のカテゴリーにて認識している。図 21 は、引当金の 5 年
間の金額推移及び伸び率を示した表である。 
図 21 BAT社の引当金 5年間推移 
BAT £M
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Restructuring and Biz acquisition 261 298 232 205 203
Others 180 197 182 223 278
Total 441 495 414 428 481
Legal and other disputes 1.00 1.14 0.89 0.79 0.78
Others 1.00 1.09 1.01 1.24 1.54
Total 1.00 1.12 0.94 0.97 1.09
Amount
2004年を１と
したときの伸
び率
出典：BAT 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
BAT 社は①会社ビジネスのリストラクチャリング関連（Restructuring of existing 
business）において、事業の中止を決定した事業部等のリストラクチャリングに関する費
用等として£76M の計上を行っており、このうち 50%が 2010 年までに、80％が 2013 年まで
の 5年以内に発生するとの見積もりをたてている。②の合併関連（Acquired business）は
£8M を見積、うち 50%が 2013 年までに発生するとしている。④のその他（Others）項目は
この 5 年間で著しい伸びを示しているが、この項目には、製品の返品、有償契約などに加
え、日本でのタスポ導入関連費用などの、BAT 社の通常のビジネスを行っていくうえで必要
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な費用について引当を行っている。 
訴訟に関しては、BAT 社は昨今の世界的なたばこ関連の訴訟が頻発する中で、BAT 社も政
府や民間等からの数多くの訴訟案件を抱えている。これら多数のたばこ関連訴訟について、
BAT 社は損失発生可能性や金額の合理的算定可能性等を鑑み、金額的な見積および費用発生
のタイミングが測定可能な場合には引当金の計上を行うとの姿勢である。しかし、実際に
はそれら多くの訴訟案件は、財務諸表上では引当金として計上されていない。この理由と
して、BAT 社は 2008 年のアニュアル・レポートにて「特定事例から生ずる結果や金額の見
積もりを行うことは不可能であるが・・・(以下省略)・・・四半期または年間ベースでみ
た場合に、特定の訴訟案件が BAT グループの経営成績やキャッシュ・フローを著しく棄損
する事態が全くないとはいえない。しかし、諸事項を検討した結果として、BAT グループは
①審理途中の案件についてなんらかの引当を行うことは適当ではない、また、②訴訟の最
終的な影響額はグループの財務状況を著しく棄損するものではない、との結論に至った。」
とのコメントを記載している。 
⑧ BGグループ（本社：英国、業種：石油・エネルギー） 
BG グループ（以下 BG）は、英国のブリティッシュガスから分割された会社で、ガス田の
開発や生産、LNG 事業、パイプライン事業、発電事業などを行っているガスメージャーの一
社である。BG は 海外業務を中心としており、上流事業を中心に世界各国にてビジネス展開
を行っている。図 22 は、引当金の 5年間の金額推移及び伸び率を示した表である。BG は引
当金を①廃棄関連（Decommissioning）と②その他（Others）の 2項目で開示を行っている。 
図 22 BGの引当金 5年間推移                   M$ 
Description 2004 2005 2006 2007 2008
Decommissioning 236 260 311 429 682
Othrer 93 112 76 233 245
Total 329 372 387 662 927
Decommissioning 1.00 1.10 1.32 1.82 2.89
Othrer 1.00 1.20 0.82 2.51 2.63
Total 1.00 1.13 1.18 2.01 2.82
Amount
2004年を１と
したときの伸
び率
 
出典：BG 社アニュアル・レポートより筆者作成 
 
設備等の廃棄に関する引当の伸びは 2004 年比で 2.8 倍である。BG 社は設備廃棄等にかか
る引当として、設備の除却時に見込まれる費用を毎年、適宜見直しのうえ計上している。
これら引当に関する支払いが実際におきるのは 2011 年から 2047 年にかけてと見積もって
いる。また、その他の引当の伸びも 2004 年比で 2.6 倍と大きいが、この項目に計上されて
いる主な案件としては、英インターコネクター社27との間で締結していた契約に関連し発生
                              
27 BG は 2007 年にインターコネクター社に対し保有していた株式 25%の売却を行い、同社との生
産関連の契約の見直しを行ったが、契約改訂に際して種々の問題が生じている。 
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が見込まれる損失に対する引当£152M（07 年は£154M）がある。その他においては、リス
トラクチャリング関連の引当を行っている。また、BG グループは多くの訴訟案件をかかえ
ており、それらのうち発生の可能性が高く、金額が見積もり可能なものについて引当計上
を行っている。偶発債務としては、BG グループがかかえる保障及び損害賠償に関して、2008
年は£1278M（07 年は£1869M）と金額開示がされている。 
 
⑨ BHP Billiton（本社：オーストラリア、業種：鉱業） 
 BHP Billiton （以下、BHP 社）は、資源メジャーの一角をなす、世界最大の鉱業会社で
ある。BHP 社は、鉱山等を世界各国に所有し多様な鉱物の採掘および加工を行うほか、鉄や
ダイヤモンドなどの金属及び鉱産品を取り扱っている。2009 年度のファイナンシャルタイ
ムス紙グローバル 500 企業の時価総額ランキングでは 19 位である。 
BHP は発生の可能性が高い過去の事象に起因する将来の損失に対して、金額が合理的に見
積もれる場合に、リスク調整後の税引き前キャッシュ・フローを現在価値に割引いたうえ
で算定された金額を引当金として計上している。BHP 社の引当対象として 2009 年度に同項
目にて開示を行っている項目としては、①従業員関連（Employee benefits）、②リストラ
クチャリング関連（Restructuring）、③閉鎖及び原状回復（Closure and rehabilitation）、
④従業員の退職関連（Post-retirement employee benefits）、⑤その他（Others）となっ
ている。図 23 は、2007 年から 3年間の引当金の金額推移及び伸び率を示した表である。 
図 23 BHP社の引当金比較表 
M$ % M$ % M$ %
Employee Benefits 1,102 15% 1,357 17% 1,256 14% 1.14
Restructuring 105 1% 124 2% 309 3% 2.94
Closure and rehabilitation 5,101 70% 5,360 68% 6,156 69% 1.21
Post-retirement employee benefits 535 7% 556 7% 691 8% 1.29
Others 399 6% 450 6% 507 6% 1.27
Total 7,242 100% 7,847 100% 8,919 100% 1.23
2007 2008Description 2009 3年間の伸び率
（07年を１とする）
 
出典：BHP 社アニュアル・レポートより筆者作成 
引当金のうち、②のリストラクチャリングでは撤退したビジネスに関する引当を行って
おり、08 年の US$124M から 09 年に US$309M と 3 倍程度の伸びを示している。また、引当金
全体の約 7 割をしめる③の閉鎖関連の引当金（Closure and rehabilitation）では、閉鎖
事業所についての見積もりを 09 年では US$2304M（08 年は US$1218M）含んでいる。 
BHP 社は偶発債務として、09 年は US$951M（08 年は US$863M）を認識しており、そのうち
大部分が訴訟に関するものである。BHP 社は多数の訴訟案件を抱えているが、そのうち、金
額の見積もり可能なものは財務諸表上で計上もしくは偶発債務として開示され、それ以外
のものについては計上も開示も行われていない。また、いくつかの重要な訴訟案件に関し
情報開示が行われており、その中には原告の要求する賠償額の記載がなされているものも
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ある。例えばオーストラリアの税務当局の調査による、複数プロジェクトのファイナンス
上の取扱に関する追徴課税として、不良資産の取扱について 2009 年年 6月末時点でペナル
ティや利息を含め US$1167M の追徴課税をうけている。このうち US$679M は税務訴訟の預託
金として支払い済みであり、勝訴した場合には利息を上乗せして返還される予定であるが、
結果の可能性は明記していない。 
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第4項 欧州企業の調査結果 
今回調査対象となった 9 社はいずれも世界的にみても大規模で業界を代表する企業であ
り、また、LSE に上場する IFRS 適用会社である。第 4節第 2項で述べた通り、IFRS では引
当金の開示において統一したルールが設けられており、米国基準等と比較すると引当金や
偶発債務に関する情報の入手や、引当金の企業間での比較も容易である。以下、各社の引
当金および偶発債務の開示状況について述べる。 
 
＜将来キャッシュ・フローの見積もり＞ 
IFRS 上は「貸借対照表日における現在の義務を決済するために要する支出の最善の見積
もり」として、「貸借対照表日の義務を決済するため、あるいは貸借対照表日に義務を第三
者に移転するために、企業が合理的に支払う金額」と定義している。 
各社の開示状況をみても、表現に多少の違いはあるものの、基準にそった記述がなされて
いる。また、標準的な表現に加えて、「リスク調整後のキャッシュ・フロー」（AZ 社）とい
ったように、さらに詳細な開示を行っている会社もあった。 
 
＜割引率＞ 
IFRS 上は、割引率について「貨幣の時間的価値の現在の市場評価と、その負債に特有な
リスクを反映した税引き前の割引率」としており、「割引率は、将来のキャッシュ・フロー
の見積もりの中で修正されているリスクを反映してはならない」としている。 
各社の開示状況をみると、BP 社のようにグルーピングしたカテゴリー毎に設定している割
引率の開示を行っている会社もあれば、大まかな方針のみを記載している会社もあった。
一方で、割引率についてほとんど言及していない会社もみられた。 
 
＜偶発債務及び訴訟に関する金額開示＞ 
 IFRS は、「決済にあたって流出の可能性がほとんどない場合を除き、偶発債務の種類ごと
にその内容の簡潔な説明を必要とする。実行可能であれば、偶発債務の財務上の影響の見
積額、流出の金額または次期に関する不確実性の内容、及び補填の可能性を開示する。」と
している。各社の開示状況をみると、偶発債務の開示はすべての会社において行われてい
たが、金額の開示を行っていたのは 4社（Vodafone、GSK、BG、BHP）であった。 
また、訴訟に関しては、重要な案件についての開示はすべての会社において行われていた
が、訴訟案件等の一部事項も含め金額を開示していたのは 6社（HSBC、Vodafone、GSK、Shell、
BG、BHP）であった。 
 
＜引当金の種類＞ 
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各社とも、ビジネスの実態や法令による定め、また訴訟等の個別の事象等にあわせて、
様々な引当金を計上している。注記に記載されている引当金（Provision）の項目および金
額の開示の状況について「その他」以外の項目についてまとめると、図 24 のとおりである。
なお、HSBC は引当金の項目ごとの分類をせず開示を行っているため、下記の表からは除い
ている。 
図 24 引当金の計上内容 
鉱業 たばこ 通信
英語表記 日本語 BP Shell BG GSK AZ BHP BAT Vodaf
one
Environmental 環境関連 ● ● ●
Litigation 訴訟 ● ● ● ●
Decommissioning,
Asset retirement obligation
資産除却債務 ● ● ● ● ●
Restructuring programme リストラクチャリング ● ● ● ●
Employee related provisions 従業員関連 ● ● ● ●
Integration and re-organization 組織等の統合、再構築 ●
Post-retirement employee
benefits, Severance
従業員退職関連 ● ●
Acqruired business 買収した事業 ●
石油等エネルギー 製薬
業種
引当金の内容
●：注記の引当金表中で独立項目として表示されているもの
出典：各社データより筆者作成 
 
＜主要財務数値と引当金の関係＞ 
図 25 は、今回の調査対象とした企業の最新決算年度における総資産、負債、引当金の関
係及び各社の利益率（売上に対する税引き後利益の割合）についてまとめた表である。総
資産に占める引当金の割合は、9 社平均は 4.3％であり、平均値を越える 4 社（BP、GSK、
シェル、BHP）が他の 5社に比べ高く、平均値を底上げする結果となっている。また、これ
らの 4社は、負債にしめる引当金の割合も高くなっている。 
図 25 主要財務数値と引当金の関係 
負債にしめる割合 損益関係
負債 引当金 引当金 利益率
BP 59.6% 6.0% 10.0% 5.9%
Shell 54.4% 5.3% 9.8% 5.8%
BHP 48.3% 11.3% 23.4% 12.6%
GSK 78.9% 7.9% 10.0% 19.3%
AZ 65.7% 2.4% 3.7% 19.4%
鉱業 BG 48.5% 3.7% 7.7% 24.6%
たばこ BAT 73.8% 1.7% 2.4% 21.9%
通信 Vodafone 39.9% 0.5% 1.3% 19.0%
金融 HSBC 96.0% 0.1% 0.1% 7.3%
62.8% 4.3% 7.6% 15.1%平均
会社名 総資産に占める割合
石油等エネルギー
製薬
業種
 
出典：各社データより筆者作成 
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次に、この中から、引当金が平均値を越える 4社のうち、業種が同じである BP 社とシェ
ル社について引当金及び利益率の関係を確認する。なお、比較にあたっては、税引後利益
の売上に占める割合（NI）及びその 2004 年数値との比較（NI vs 04）、引当金の総資産に
占める割合（Provision %）及びその 2004 年数値との比較（Provisions vs 04）に加え、
参考情報として売上の 2004 年比での伸び推移を記載する。 
① BP社 
BP 社の、総収入に対する最終利益（売上、その他収入等の合計）の割合は 2008 年にかけ
て減少傾向にあり 10％を下回るレベルで減少傾向にある。これに対して総資産に対する引
当金の割合は 5～6％程度で安定的に推移しており、利益率や売上の動きに大きく連動せず
に、総資本に対してほぼ一定の金額の引当を行っている。しかし、2004 年を１としたとき
の伸び率をみると、売上および引当金額は伸びの傾向にあるが、利益率自体は下降傾向に
ある。 
図 26 BP社数値推移 
BP Description 2004 2005 2006 2007 2008 04 vs 08
NI% (Net Income/ Sales) 8.9% 9.3% 8.2% 7.3% 5.9% -3.0%
Provision% (Provision/ Total Assets) 4.9% 8.5% 9.2% 6.4% 6.0% 1.0%
NI vs 04 1.00 1.05 0.93 0.82 0.67 -0.33
Provision vs 04 1.00 1.72 1.87 1.30 1.21 0.21
Sales vs 04 1.00 1.25 1.39 1.50 1.88 0.88
Financial ratio
2004年を１とした
場合の伸び率
 
② シェル社 
シェル社の総資産に対する引当金の割合は４～６％程度で推移しており、最終利益に対
する収入（売上、その他収入等の合計）及び利益の割合は 2004 年から 2008 年にかけて減
少傾向であるが著しい変動はない。引当金は利益率や売上の動きに大きく連動せずに、総
資本に対してほぼ一定の金額の引当を行っている。しかし、2004 年を基準としたときの伸
び率をみると、BP 社同様に、売上および引当金額は伸びの傾向だが、利益の伸び率は下降
傾向にある。 
図 27 シェル社数値推移 
Shell Description 2004 2005 2006 2007 2008 04 vs 08
NI% (Net Income/ Sales) 7.2% 8.6% 8.3% 9.0% 5.8% -1.5%
Provision% (Provision/ Total Assets) 4.6% 4.1% 5.2% 6.1% 5.3% 0.7%
NI vs 04 1.00 1.18 1.14 1.24 0.80 -0.20
Provision vs 04 1.00 0.88 1.12 1.32 1.15 0.15
Sales vs 04 1.00 1.15 1.20 1.34 1.72 0.72
Financial ratio
2004年を１とした
場合の伸び
 
 
また、2 社の 5 年間の数値の推移をグラフ中から読み取ると、両社とも売上が上昇傾向、
利益及び引当金割合はほぼ同水準で推移しているが、引当金の残高（Provision vs 04）と
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利益率（NI vs 04）の動きには差異が出ていることがわかる。比較された数値のうち、引
当金の総資産に占める割合（Provision vs 04）及び税引後利益の売上に占める割合（NI vs 
04）の推移は以下のとおりである。 
図 28 BP社 5年間数値推移グラフ 
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図 29 Shell社 5年間数値推移グラフ 
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両社を比較すると、BP 社は利益と引当金の動きは連動していないが、シェル社は利益が
下降している年は引当金が上昇し、反対に利益が上昇している年は、引当金は下降傾向に
あることがわかる。 
伸び率の振れ幅からみると、最大数値の年と最小数値の年における差額が、BP 社は引当
金の残高（Provision vs 04）が基準年である 04 年と 06 年の差額である 0.87、利益率（NI 
vs 04）が 05 年の 1.05 と 08 年の 0.67 の差額である 0.38 に対し、シェル社は引当金の残
高（Provision vs 04）が 07 年の 1.24 と 08 年の 0.80 の差額である 0.44、利益率（NI vs 04）
が 05 年の 0.88 と 07 年の 1.32 の差額である 0.44 と、BP 社に比べる小さい。 
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また、04 年を基準とした 08 年の数値は、BP 社の引当金の残高（Provision vs 04）が 0.21
のプラス、利益率（NI vs 04）が 0.33 のマイナスに対し、シェル社は引当金の残高（Provision 
vs 04）が 0.15 のプラス、利益率（NI vs 04）が 0.20 のマイナスであり、BP 社のほうがシ
ェル社に比べ、総資産に対する引当割合の振れ幅が大きいことがわかる。 
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第4章 結論 
第1節 実態調査による示唆 
第 3 章の実態調査から、企業により様々な種類の引当金及び偶発債務が計上されている
こと、また、採用している会計基準や開示を行っている国により、開示の方法や対象、開
示内容が異なることがわかった。開示している企業が帰属している対象により、開示項目
等が異なるため、一律に比較することは難しいという点をふまえても、引当金及び偶発債
務の開示の実態から、以下のような問題点があると考えられる。 
 
① 計上される引当金にばらつきがある。 
会社によって、計上されている引当金にばらつきがみられた。例えば、業種が同じ
企業であっても、必ずしも同じ引当金が計上されているわけではない。このことは、
日本企業については図 8、欧州企業については図 24 にまとめた表の通りである。日本
企業を例にあげると、トヨタは環境対策改善関連及び EU 実施法令対応関連の引当金を
計上している旨の記載がされているが、ホンダはこれら費用に対する引当金を計上し
ているとの記載は行っていない。 
 
② 蓋然性が低い場合には引当金が計上されない 
偶発債務において開示されている訴訟案件等においては、発生可能性等を鑑みた結
果として引当金の計上を行っていないケースが多くみられた。計上を行わない理由と
しては、訴訟に関し「案件が複雑であり損失発生の判断が困難である（AZ 社）」や、工
場設備による地下水汚染問題の訴訟に関し「発生可能性は高いが実際の被害が生じて
おらず、設備と発生との因果関係も不明確である」などの理由により引当金計上は行
わず、偶発債務の開示を行うのみとなっている。 
 
③ 偶発債務の開示の状況にばらつきがある 
偶発債務の記載内容の多くは訴訟案件に関する記載であるが、開示の質および量に
は大きなばらつきがみられた。事例に対しての記述も、多くの案件に対して発生の経
緯を詳細に説明している会社もあれば、一般的な説明のみを簡単に記載している企業
もある。例えば、多くの訴訟案件をかかえる製薬業界（GSK 社、AZ 社）は訴訟に関し
て開示しているページ数も、全ページに占める割合も多い。また、製薬業界同様多く
の訴訟案件をかかえるたばこ業界（BAT 社）も訴訟について詳細な記載が行われている。
一方で、BP 社やシェル社のような石油等エネルギー産業は開示量が比較的少ない。ア
ニュアル・レポート中において使用するフォントのサイズや記載の形式により記載ワ
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ード数が異なるため、ページ数のみでの単純比較はできないとはいえ、企業によって
開示の状況が異なっていることは明らかである。図 31 は欧州企業の実態調査の対象と
した 9 社の最新のアニュアル・レポート中における偶発債務関連のページ数をまとめ
た表である。この表から、企業により開示ボリュームが異なっていることがわかる。 
図 30 欧州企業 9社の偶発債務関連記載状況 
業種 会社名 注記の偶発債務関連
記載ページ数
アニュアル・レポートの
総ページ数
％ （参考）総資産に占
める引当金の割合
BP 2 211 0.9% 6.0%
shell 1 208 0.5% 5.3%
BG 2 140 1.4% 11.3%
GSK 9 212 4.2% 7.9%
AZ 19 204 9.3% 2.4%
鉱業 BHP 1 280 0.4% 3.7%
たばこ BAT 6 194 3.1% 1.7%
通信 Vodafone 1 148 0.7% 0.5%
金融 HSBC 2 472 0.4% 0.1%
5 230 2.3% 4.3%平均
石油等エネルギー
製薬
 
 
また、以下のようなことが推測できる。 
 
z 貸借対照表に計上されている引当金以外に、企業価値を棄損する可能性がある偶
発債務等が多く存在している。しかし、これらの多くは数値で表現されていない。 
z 偶発債務として開示された情報は、リスクの警告としては意味があるが、質的に
も量的にもばらつきがある。また、数量化されない情報に関してはその事象が与
えるインパクトの測定は、外部の第三者にとり不可能であるため、偶発債務情報
は開示されていたとしてもユーザーが活用できる範囲は限定的である。 
 
前述したとおり、引当金には経営者の感覚が入り込むことが可能である。また、現状の
開示状況からは、引当金の計上に至るまでに生じる会計上の認識段階及び測定段階のギャ
ップを把握することが困難である。そこで、次節以降では、実態調査を通じ得られた示唆
から、財務諸表を利用する立場として利用可能な技術の提案を行う。 
第2節 引当金情報の類型化 
企業はビジネスの実態や個別にかかえる事象等により、多種多様な引当金を積む必要が
ある。引当金を類型化した様式等を作成のうえ活用することにより、投資判断や企業の M&A
におけるデュー・デリジェンスなどの場面において有益であり、高い利便性が期待できる。
フォーマット作成に際しては、一般的な引当金に加え業界における典型的な引当金を列挙
し種類を把握することが望ましい。それと同時に、業種平均などでグルーピングした総資
産等の特定の項目に対する引当金の割合を算出し比較することにより、このフォーマット
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を使用する効果が一層高まると考えられる。その理由としては、以下のようなことがあげ
られる。 
 
z 同種産業や同様の案件（訴訟等）などのカテゴリーで類型化した様式を活用するこ
とにより、企業が計上している引当金に計上もれがないかを推測することが可能と
なる。 
z 総資産等に対する引当金の割合を把握することにより、同業他社に比較して引当金
の計上額が過少でないかを推測することが可能となる。 
z 企業が引当金として計上している数値を確認し、同種産業等と比較することにより、
対象とする企業の引当金に対するスタンスや感度を推測することが可能となる。 
 
引当金は、事業展開や事業形態、営業拠点等の様々な要因により、業種等を越えて同種
の引当金を要する傾向がみられる。そのため、業種あるいは案件等でグルーピングしたう
えで引当金の類型化を行い、類型化された情報を基に引当金の設定の状況について分析す
ることが可能となれば、利用者の利便性を高めることが可能となると考えられる。また、
偶発債務として開示されている事項についても、開示の内容やボリューム、開示のスタン
ス等を確認することにより、企業の引当金や偶発債務に対するスタンスを確認することが
可能となる。 
第3節 引当金情報の数値化、比較分析 
第 3章で述べたとおり、欧州企業では引当金（Provision）が別掲されていたが、米国や
日本企業では貸借対照表の「その他」の項目に多種の引当金が含まれているケースがあり、
引当金自体の金額が不明の場合がある。しかし、引当金と各項目との関係については着目
する価値が高いとの考えから、日本企業のサンプルのうちトヨタとホンダを例にとり、計
上数値の傾向を確認する方策について提言をしたい。 
まずは、トヨタの 2004 年から 5年間の財務指標における引当金の推移について確認する。
トヨタは引当金を BS 上別掲していないため、対象とする引当金は、金額及び項目が注記で
明記されている事業関連の引当金、すなわち製品保証引当金及び金融損失引当金とする。
トヨタの総資産に対する引当金の割合は 2％前後で推移している。また、収入（売上、その
他収入等の合計）に対する最終利益は 09 年の急落までは７％程度で推移しており、売上及
び利益も安定的な伸びを示していた。 
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図 31 トヨタの 5年間数値推移 
Toyota Description 2005 2006 2007 2008 2009 04 vs 09
NI% (Net Income/ Sales) 6.6% 6.8% 6.9% 6.5% -2.1% -8.7%
Provision% (Provision/ Total Assets) 1.7% 1.7% 1.6% 1.7% 2.3% 0.6%
NI vs 04 1.23 1.24 1.45 1.76 1.82 0.59
Provision vs 04 1.00 1.18 1.34 1.47 1.58 0.58
Sales vs 04 1.03 1.11 1.25 1.49 1.64 0.60
Financial ratio
2004年を１とした
場合の伸び
 
 
次は、ホンダの 2005 年 3 月期から 5年間の財務数値である。引当金とする対象は、引当
金が計上されている「その他負債」項目のうち、「退職年金等」及び「長期繰延税金負債」
を除いた金額である。このベースでのホンダの総資産に対する引当金の割合は 3～4％程度
で推移している。最終利益に対する収入（売上、その他収入等の合計）は減少傾向である
中、引当金の割合及び金額は増加している。これはクレジット損失引当金及びリース残価
損失引当金の増加による。 
図 32 ホンダの 5年間数値推移 
Honda Description 2005 2006 2007 2008 2009 04 vs 09
NI% (Net Income/ Sales) 5.6% 6.0% 5.3% 5.0% 1.4% -4.3%
Provision% (Provision/ Total Assets) 2.9% 2.7% 3.3% 4.1% 4.4% 1.5%
NI vs 04 1.09 1.14 1.40 1.39 1.41 0.32
Provision vs 04 1.16 1.20 1.29 1.76 2.29 1.13
Sales vs 04 1.02 1.09 1.24 1.39 1.51 0.48
Financial ratio
2004年を１とした
場合の伸び
 
 
2 社の 5年間の数値の推移をグラフ中から読み取ると、両社とも売上が上昇傾向、利益及
び引当金割合については、トヨタがほぼ同水準で推移する一方で、ホンダの利益は下降傾
向、引当金残高は上昇傾向にある。また、引当金の残高（Provision vs 04）と利益率（NI 
vs 04）の動きは大きな差異が出ていることがわかる。比較された数値のうち、引当金の総
資産に占める割合（Provision vs 04）及び税引き後利益の売上に占める割合（NI vs 04）
の推移は図 34 及び図 35 のとおりである。 
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図 33 トヨタ 5年間数値推移グラフ 
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図 34 ホンダ 5年間数値推移グラフ 
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両社ともに利益が下降している年は引当金が上昇し、反対に利益が上昇している年は引
当金が下降傾向にあることがわかる。しかし、その振れ幅をみると、最大値と最小値の差
額がトヨタは引当金の残高（Provision vs 04）が 1.00、利益率（NI vs 04）が 1.23 に対
し、ホンダは引当金の残高（Provision vs 04）が 1.02、利益率（NI vs 04）が 1.09 とト
ヨタが大きい。また、2005 年と 2009 年の伸び率は、トヨタが引当金の残高（Provision vs 
04）が 0.58、利益率（NI vs 04）が 0.59 に対し、ホンダは引当金の残高（Provision vs 04）
が 1.13、利益率（NI vs 04）が 0.32 であり、ホンダが利益率の伸びに比べ高い引当金の伸
び率、すなわち引当割合の振れ幅の感度が高いことがわかる。 
このように、時系列で引当金と総資産、売上、利益等との関係をみることは、引当金の
傾向を推測するうえで有効であると考えられる。なお、比較に際しては、産業別や規模別
比較などの最適な単位にグルーピングしたうえで比較を行うことなども有効であると考え
られる。 
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第5章 おわりに 
第1節 研究の貢献 
本稿では、見えざる負債について、引当金に着目し実態調査をふまえたうえで分析を行
った。その結果、現在の引当金会計は、GAAP 等により引当金の認識や測定について規定さ
れてはいるが、運用にあたっては企業によりばらつきがあることがわかった。これらのば
らつきの理由は実態調査を通じて明確にすることはできなかったが、ばらつきが存在して
いるという事実そのものが、企業が市場に見えざる負債等を推測できる余地を与えており、
また、市場が企業価値を正しく評価できない状況を生じさせている可能性があると考えら
れる。また、企業により開示の質や量にばらつきがあることから、現状の開示の方法には
財務諸表の作成プロセスに企業の意思が入り込む余地を残している部分があると考えられ
る。市場が情報の非対称性があることを認識したうえで企業に対する評価を行っていると
すれば、市場が企業の姿を正しく評価できない事態が生じることが推測でき、前述のレモ
ンの定理に表されている状況を引き起こしているとも考えられる 
そのため、このような状況で企業に対する評価を正しく行うためには、引当金や偶発債
務及びリスク要因を網羅的に把握することは大きな意味があると考える。企業サイドにと
っても外部の第三者にとっても、引当金の比較分析や類型化を行うことや、数値の推移（引
当金の推移等）を確認することは、以下のような場面において有効である。 
 
z 企業の内部管理上  
z M&A におけるデュー・デリジェンス 
z 第三者機関により行う企業評価等 
 
企業はビジネスの実態や個別にかかえる案件等により、多種多様な引当金を積む可能性
がある。複数企業の引当金を比較分析することにより、M&A におけるデュー・デリジェンス
などにおいて、未計上の引当金の認識漏れを防ぐことが可能となる。また、おおむね産業
毎に同種の引当金を要すると考えられることから、産業別の主要な引当金を認識したうえ
で、個別案件等についての検討を行うことでより効果が高まると考えられる。 
また、引当金は見積もり項目であることから経営者の意思が介在する余地が高いといわ
れている。引当金が利益の調整弁となっていることで企業の安定的な財務状況を支える結
果とならないように、引当金の総資産に対する比率及び引当金額の推移を時系列でみるこ
とは有効である。これに関しても、同一産業における数値比較等は有効である。 
そして、偶発債務の開示状況から、企業が偶発事象に対してとっているスタンスをよみ
とることができる。例えば、偶発債務の開示状況を年次毎にみることや、同種の案件につ
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いての開示や計上実態について他社との比較を行うことにより企業のスタンスを確認する
ことが可能となる。 
第2節 研究の限界 
第1項  開示情報及び開示方法について 
本稿では、引当金として認識され、測定されるプロセスにおいてギャップが生じる可能
性があること、また、それらギャップには経営者の意思が介在する余地があることを述べ
た。また、現状の引当金会計は①計上される引当金にばらつきがある、②蓋然性が低い場
合には引当金が計上されない、③引当金および偶発債務の開示にばらつきがあることを述
べた。また、現行の基準及び開示の状況からは、数値の検証に限界があることがわかった。
具体的には以下のとおりである。 
 
z 現行の基準では、引当金として計上すべき事項や偶発債務として開示すべき事項の認
識及び測定の臨界点を明確にできない。どの時点で「偶発債務」に相当し開示の必要
があるか、どの時点で「引当金」に相当し計上の必要があるかは客観的に評価するこ
とができない。 
z 引当金のみならず、偶発債務として開示されない案件については、外部の第三者にと
って推測は不可能である。 
第2項  研究方法について 
本研究は事例研究であるため、実証という面で限界がある。 
第一に、事例数の問題である。対象会社は日本が 3 社、米国が 3 社、欧州が 9 社の計 15
社であるため、定量的に検証はできない。 
第二に、研究対象が大手企業に限定されていることである。体力のある大手企業におけ
る引当金の計上実態は、比較的小規模の会社とは異なることも考えられる。 
今後は対象とする企業数を増やし、産業別、規模別等でグルーピングし、引当金を客観
的な指標で定義付け、経営成果との関係を定量的に検証したうえで、引当金の計上実態が
実証されることが望ましいと考える。 
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